
 

- 1 - 

 

会計制度委員会報告第８号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」の改正について 

平成 26 年 11 月 28 日 

日本公認会計士協会 

新 旧 

会計制度委員会報告第８号 会計制度委員会報告第８号 

  

連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の 連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針 

作成に関する実務指針  

  

平成 10年６月８日 平成 10年６月８日 

改正 平成 11年７月１日 改正 平成 11年７月１日 

改正 平成 19年９月４日 改正 平成 19年９月４日 

改正 平成23年１月12日 改正 平成23年１月12日 

改正 平成26年２月24日 最終改正 平成26年２月24日 

最終改正 平成26年11月28日  

日本公認会計士協会 日本公認会計士協会 

  

Ⅰ 連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針 Ⅰ 連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針 
はじめに はじめに 

１．平成９年６月に、企業会計審議会は、「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」を公表し、

その中で、連結情報重視の観点から連結ベースのキャッシュ・フロー計算書の導入を提言した。さ

らに、「連結財務諸表を作成しない会社については、従来の資金収支表に代えて個別ベースの

キャッシュ・フロー計算書を導入すること」が適当であるとし、また、平成 10 年３月に公表した

「中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書」において、中間連結キャッシュ・フロー

計算書の導入及び連結財務諸表を作成しない会社については個別ベースの中間キャッシュ・フロー

計算書の導入が適当であるとされている。これらの意見書の提言に基づき、企業会計審議会は、全

てのキャッシュ・フロー計算書を対象とした作成基準として、「連結キャッシュ・フロー計算書等

の作成基準の設定に関する意見書」（以下「意見書」という。）を平成10年３月に公表した。 

１．平成９年６月に、企業会計審議会は、「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」を公表し、

その中で、連結情報重視の観点から連結ベースのキャッシュ・フロー計算書の導入を提言した。さ

らに、「連結財務諸表を作成しない会社については、従来の資金収支表に代えて個別ベースの

キャッシュ・フロー計算書を導入すること」が適当であるとし、また、平成 10 年３月に公表した

「中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書」において、中間連結キャッシュ・フロー

計算書の導入、また、連結財務諸表を作成しない会社については個別ベースの中間キャッシュ・フ

ロー計算書の導入が適当であるとしている。これらの意見書の提言に基づき、企業会計審議会は、

すべてのキャッシュ・フロー計算書を対象とした作成基準として、「連結キャッシュ・フロー計算

書等の作成基準の設定に関する意見書」（以下「意見書」という。）を平成10年３月に公表した。 

意見書は、「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定について」（以下「作成基準の

設定」という。）及び「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」（以下「作成基準」とい

う。）との二部から構成されている。この作成基準の設定において、「連結キャッシュ・フロー計

算書等の作成に関する実務指針については、今後、日本公認会計士協会が関係者と協議のうえ適切

に措置することが必要と考える。」とされていることから、当協会では、その公表以来、鋭意検討

を重ね、関係者と協議を行ってきた。このたび、当面必要と認められる実務上の指針について結論

が得られたので、本報告を公表することとした。 

意見書は、「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定について」と「連結キャッ

シュ・フロー計算書等の作成基準」（以下「作成基準」という。）との二部から構成されている。

この「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定について」において、「連結キャッ

シュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針については、今後、日本公認会計士協会が関係者と

協議のうえ適切に措置することが必要と考える。」とされていることから、当協会では、その公表

以来、鋭意検討を重ね、関係者と協議を行ってきた。このたび、当面必要と認められる実務上の指

針について結論が得られたので、本報告を公表することとした。 

なお、本報告では、連結キャッシュ・フロー計算書、個別ベースのキャッシュ・フロー計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び個別ベースの中間キャッシュ・フロー計算書を総称して、

「キャッシュ・フロー計算書」という。ただし、特に示す場合は、この限りでない。 

なお、本報告では、連結キャッシュ・フロー計算書、個別ベースのキャッシュ・フロー計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び個別ベースの中間キャッシュ・フロー計算書を総称して、

「キャッシュ・フロー計算書」という。ただし、特に示す場合は、この限りでない。 

  

キャッシュ・フローの表示区分 キャッシュ・フローの表示区分 

６．作成基準では、１会計期間におけるキャッシュ・フローを「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の三

つの区分に分けて表示することとされている。個々のキャッシュ・フローを「営業活動による

６．作成基準では、一会計期間におけるキャッシュ・フローを「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の三

つの区分に分けて表示することとしている。個々のキャッシュ・フローを「営業活動によるキャッ
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キャッシュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」又は「財務活動によるキャッ

シュ・フロー」のいずれの区分に記載するかについては、原則としてそのキャッシュ・フローに係

る取引がいずれの性格をより強く有するか、つまり、当該キャッシュ・フローがどの活動とより強

く関連しているかにより判定する。なお、キャッシュ・フローに係る取引の性格の判定において

は、企業の事業目的や決済条件等の取引慣行を考慮するものとする。 

シュ・フロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」又は「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」のいずれの区分に記載するかについては、原則としてそのキャッシュ・フローに係る取引が

いずれの性格をより強く有するか、つまり、当該キャッシュ・フローがどの活動とより強く関連し

ているかにより判定する。なお、キャッシュ・フローに係る取引の性格の判定においては、企業の

事業目的や決済条件等の取引慣行を考慮するものとする。 

なお、ある特定のキャッシュ・フロー項目についてキャッシュ・フロー計算書における表示区分

を変更した場合など、キャッシュ・フローの表示の内訳の変更については、表示方法の変更に該当

することに留意する（過年度遡及適用指針第９項及び第20項）。 

なお、ある特定のキャッシュ・フロー項目についてキャッシュ・フロー計算書における表示区分

を変更した場合など、キャッシュ・フローの表示の内訳の変更については、表示方法の変更に該当

することに留意する（過年度遡及適用指針第９項及び第20項）。 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー 営業活動によるキャッシュ・フロー 

７．「営業活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、企業が外部からの資金調達に頼ることなく、

営業能力を維持し、新規投資を行い、借入金を返済し、配当金を支払うために、どの程度の資金を

主たる営業活動から獲得したかを示す主要な情報となる。 

７．「営業活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、企業が外部からの資金調達に頼ることなく、

営業能力を維持し、新規投資を行い、借入金を返済し、配当金を支払うために、どの程度の資金を

主たる営業活動から獲得したかを示す主要な情報となる。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、営業損益計算の対象となった取引に係る

キャッシュ・フロー、営業活動に係る債権・債務から生ずるキャッシュ・フロー並びに投資活動及

び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、営業損益計算の対象となった取引に係る

キャッシュ・フロー、営業活動に係る債権・債務から生ずるキャッシュ・フロー並びに投資活動及

び財務活動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。 

(1) 営業損益計算の対象となった取引とは、「商品及び役務の販売による収入、商品及び役務の購

入による支出等」とされており、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる取引に係

るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとす

る。 

(1) 営業損益計算の対象となった取引とは、「商品及び役務の販売による収入、商品及び役務の購

入による支出等」とされており、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費に含まれる取引に係

るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとす

る。 

(2) 営業活動に係る債権・債務から生ずるキャッシュ・フローには、商品及び役務の販売により取

得した手形の割引による収入、営業債権のファクタリング等による収入も含まれる。 

(2) 営業活動に係る債権・債務から生ずるキャッシュ・フローには、商品及び役務の販売により取

得した手形の割引による収入及び営業債権のファクタリング等による収入も含まれる。 

また、営業活動に係る債権から生じた破産債権、更生債権等や償却済み債権の回収について

も、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとする。 

また、営業活動に係る債権から生じた破産債権・更生債権等や償却済み債権の回収について

も、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとする。 

(3) 「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に含まれる投資活動及び財務活動以外の取引に

よるキャッシュ・フローの例としては、災害による保険金収入、損害賠償金の支払、巨額の特別

退職金の支給などがある。 

(3)「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に含まれる投資活動及び財務活動以外の取引によ

るキャッシュ・フローの例としては、災害による保険金収入、損害賠償金の支払、巨額の特別退

職金の支給などがある。 

なお、取引先への前渡金や営業保証金の支出及び取引先からの前受金や営業保証金の収入等は、

営業損益計算の対象には含まれず、また、営業活動に係る債権・債務から生ずるキャッシュ・フ

ローでもないが、その取引の性格から、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する

ものとする。 

なお、取引先への前渡金や営業保証金の支出及び取引先からの前受金や営業保証金の収入等は、

営業損益計算の対象には含まれず、また、営業活動に係る債権又は債務から生ずるキャッシュ・フ

ローでもないが、その取引の性格から、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する

ものとする。 

  

投資活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 

８．「投資活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、将来の利益獲得及び資金運用のために、どの

程度の資金を支出し又は回収したかを示す情報となる。 

８．「投資活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、将来の利益獲得及び資金運用のために、どの

程度の資金を支出し又は回収したかを示す情報となる。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、①有形固定資産及び無形固定資産の取得及

び売却、②資金の貸付け及び回収、③現金同等物に含まれない有価証券及び投資有価証券の取得及

び売却等の取引に係るキャッシュ・フローを記載する。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、①有形固定資産及び無形固定資産の取得及

び売却、②資金の貸付け及び回収並びに③現金同等物に含まれない有価証券及び投資有価証券の取

得及び売却等の取引に係るキャッシュ・フローを記載する。 

  

8-2．作成基準では、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローは、

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に独立の項目として記載することとされている。 

8-2．作成基準では、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローは、

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に独立の項目として記載することとしている。 

なお、支配獲得時に生じた取得関連費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の区分に記載する。 

なお、支配獲得時に生じた取得関連費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の区分に記載する。 
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財務活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 

９．「財務活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、営業活動及び投資活動を維持するためにどの

程度の資金が調達又は返済されたかを示す情報となる。 

９．「財務活動によるキャッシュ・フロー」の金額は、営業活動及び投資活動を維持するためにどの

程度の資金が調達又は返済されたかを示す情報となる。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、①借入れ及び株式又は社債の発行による資

金の調達、②借入金の返済及び社債の償還等の取引に係るキャッシュ・フローを記載する。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分には、①借入れ及び株式又は社債の発行による資

金の調達並びに②借入金の返済及び社債の償還等の取引に係るキャッシュ・フローを記載する。 

なお、作成基準では、自己株式の取得に係る支出は、取得事由にかかわらず「財務活動による

キャッシュ・フロー」の区分に記載することとされているため、自己株式の売却による収入も「財

務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとする。 

なお、作成基準では、自己株式の取得に係る支出は、取得事由にかかわらず「財務活動による

キャッシュ・フロー」の区分に記載することとしているため、自己株式の売却による収入も「財務

活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するものとする。 

  

9-2．子会社株式の追加取得又は一部売却（親会社と子会社の支配関係が継続している場合に限る。）

による親会社の持分変動による差額は、資本剰余金に計上される（連結会計基準第 28 項及び第 29

項）。このため、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フロー

については、当該変動に関連するキャッシュ・フロー（関連する法人税等に関するキャッシュ・フ

ローを除く。）を、非支配株主との取引として「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載するものとする。 

9-2．子会社株式の追加取得又は一部売却（親会社と子会社の支配関係が継続している場合に限る。）

による親会社の持分変動による差額は、資本剰余金に計上される（連結会計基準第 28 項及び第 29

項参照）。このため、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フ

ローについては、当該変動に関連するキャッシュ・フロー（関連する法人税等に関するキャッ

シュ・フローを除く。）を、非支配株主との取引として「財務活動によるキャッシュ・フロー」の

区分に記載するものとする。 

なお、上記に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の区分に記載する。 

なお、上記に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・

フロー」の区分に記載する。 

  

直接法と間接法 直接法と間接法 

12．作成基準では、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示方法として、直接法と間接法の選

択適用を認めている。いずれの方法を採用しても「営業活動によるキャッシュ・フロー」の合計額

は一致する。 

12．作成基準では、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示方法として、直接法と間接法の選

択適用を認めている。いずれの方法を採用しても「営業活動によるキャッシュ・フロー」の合計額

は一致する。 

直接法とは、営業収入、原材料又は商品の仕入れによる支出等、主要な取引ごとにキャッシュ・

フローを総額表示する方法をいう。 

直接法とは、営業収入、原材料又は商品の仕入れによる支出等、主要な取引ごとにキャッシュ・

フローを総額表示する方法をいう。 

間接法とは、税金等調整前当期純利益に、非資金損益項目、営業活動に係る資産及び負債の増減

並びに「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に含まれるキャッシュ・フローに関連して発生した損益項目を加減算して「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」を表示する方法をいう。 

間接法とは、税金等調整前当期純利益に、非資金損益項目、営業活動に係る資産及び負債の増減

並びに「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に含まれるキャッシュ・フローに関連して発生した損益項目を加減算して「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」を表示する方法をいう。 

ここでいう非資金損益項目とは、税金等調整前当期純利益の計算には反映されるが、キャッ

シュ・フローを伴わない項目、例えば、減価償却費、のれん償却額、貸付金に係る貸倒引当金増加

額、持分法による投資損益等を指す。しかし、営業債権の貸倒損失、棚卸資産の評価損等の営業活

動に係る資産及び負債に関連して発生した非資金損益項目は、税金等調整前当期純利益の計算に反

映されるとともに、営業活動に係る資産及び負債の増減にも反映されていることから、税金等調整

前当期純利益に加減算する非資金損益項目には含まれない。 

ここでいう非資金損益項目とは、税金等調整前当期純利益の計算には反映されるが、キャッ

シュ・フローを伴わない項目、例えば減価償却費、のれん償却額、貸付金に係る貸倒引当金増加

額、持分法による投資損益等を指す。しかし、営業債権の貸倒償却損、たな卸資産の評価損等の営

業活動に係る資産及び負債に関連して発生した非資金損益項目は、税金等調整前当期純利益の計算

に反映されるとともに、営業活動に係る資産及び負債の増減にも反映されていることから、税金等

調整前当期純利益に加減算する非資金損益項目には含まれない。 

また、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に含まれるキャッシュ・フローに関連して発生した損益項目とは、例えば、有形固定資産売却損

益、投資有価証券売却損益等を指す。 

また、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に含まれるキャッシュ・フローに関連して発生した損益項目とは、例えば、有形固定資産売却損

益、投資有価証券売却損益等を指す。 

なお、作成基準注解（注７）に示されている様式１（直接法）及び様式２（間接法）の小計欄

は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」のうち、おおむね営業損益計算の対象となった取引に

係るキャッシュ・フローの合計額を意味し、小計欄以下の項目には、投資活動及び財務活動以外の

取引によるキャッシュ・フロー及び法人税等に係るキャッシュ・フローが含まれることとなる。 

なお、作成基準注解（注７）に示されている様式１（直接法）及び様式２（間接法）の小計欄

は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」のうち、おおむね営業損益計算の対象となった取引に

係るキャッシュ・フローの合計額を意味し、小計欄以下の項目には、投資活動及び財務活動以外の

取引によるキャッシュ・フロー及び法人税等に係るキャッシュ・フローが含まれることとなる。 
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選択した「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示方法は、毎期継続して適用しなければな

らない。「営業活動によるキャッシュ・フローに関する表示方法」（直接法又は間接法）を変更し

た場合には、表示方法の変更に該当する（過年度遡及適用指針第９項及び第 20 項）ことに留意す

る。 

選択した「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示方法は、毎期継続して適用しなければな

らない。「営業活動によるキャッシュ・フローに関する表示方法」（直接法又は間接法）を変更し

た場合には、表示方法の変更に該当する（過年度遡及適用指針第９項及び第 20 項）ことに留意す

る。 

  

キャッシュ・フローの総額表示と純額表示 キャッシュ・フローの総額表示と純額表示 

13．「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」に表示され

る主要な取引ごとのキャッシュ・フローは、原則として総額表示しなければならない。例えば、有

価証券の取得と売却に係るキャッシュ・フローは、相殺せずに総額で表示する。 

13．「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」に表示され

る主要な取引ごとのキャッシュ・フローは、原則として総額表示しなければならない。例えば、有

価証券の取得と売却に係るキャッシュ・フローは、相殺せずにそれぞれ総額で表示する。 

ただし、作成基準注解（注８）では、「期間が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・

フローについては、純額で表示することができる。」とされている。つまり、期間の短いコマー

シャル・ペーパーの発行と償還が１会計期間を通じて連続して行われるような場合や、短期間に連

続して借換えが行われる場合などにおいては、これらのキャッシュ・フローを総額表示すると、

キャッシュ・フローの金額が大きくなり、かえって「キャッシュ・フロー計算書」の利用者の判断

を誤らせるおそれがあり、１会計期間の純増減額で表示することができることとしたものである。

なお、その場合には、純額であることが分かるように表示する必要がある。 

ただし、作成基準注解（注８）では、「期間が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・

フローについては、純額で表示することができる。」としている。つまり、期間の短いコマーシャ

ル・ペーパーの発行と償還が一会計期間を通じて連続して行われるような場合や、短期間に連続し

て借換えが行われる場合などにおいては、これらのキャッシュ・フローを総額表示すると、キャッ

シュ・フローの金額が大きくなり、かえって「キャッシュ・フロー計算書」の利用者の判断を誤ら

せるおそれがあり、一会計期間の純増減額で表示することができることとしたものである。なお、

その場合には、純額であることが分かるように表示する必要がある。 

  

その他の純額表示 その他の純額表示 

14．外注先のための資材の代理購入など企業が第三者のために行う取引や、単元未満株式の買取り及

びその処分など企業自身の活動というより第三者の活動を反映している取引に係るキャッシュ・フ

ロー及び重要性の乏しい項目に係るキャッシュ・フローについても、純額表示するものとする。 

14．外注先のための資材の代理購入等、企業が第三者のために行う取引や、単元未満株式の買取り及

びその処分等企業自身の活動というより第三者の活動を反映している取引に係るキャッシュ・フ

ロー並びに重要性の乏しい項目に係るキャッシュ・フローについても、純額表示するものとする。 

  

作成基準注解(注７)様式２における「為替差損」等 「注解(注７)」の「様式２」における「為替差損」等 

16．作成基準注解（注７）様式２（「営業活動によるキャッシュ・フロー」を間接法により表示する

場合）においては、税金等調整前当期純利益に対する加算項目として為替差損が例示されている

が、この為替差損（益）は、損益計算書において計上された為替差損（益）のうち、原則として、

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄以下の各項目又は「営業活動によるキャッシュ・

フロー」以外の各表示区分に記載される取引に係る為替差損（益）である。 

16．作成基準注解（注７）に示されている様式２（「営業活動によるキャッシュ・フロー」を間接法

により表示する場合）においては、税金等調整前当期純利益に対する加算項目として為替差損が例

示されているが、この為替差損（益）は、損益計算書において計上された為替差損（益）のうち、

原則として、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄以下の各項目又は「営業活動による

キャッシュ・フロー」以外の各表示区分に記載される取引に係る為替差損（益）である。 

  

在外子会社のキャッシュ・フローの換算 在外子会社のキャッシュ・フローの換算 

17．作成基準では、在外子会社における外貨によるキャッシュ・フローは、「外貨建取引等会計処理

基準」における収益及び費用の換算方法に準じて換算するとされている。したがって、外貨による

在外子会社の「キャッシュ・フロー計算書」の表示区分のうち、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」につ

いては、当該在外子会社の収益及び費用の換算に用いられた為替相場、すなわち、期中平均相場又

は決算時の為替相場のいずれかによる円換算額を付すことになる。また、「現金及び現金同等物の

期首残高」は、前会計期間の決算時の為替相場、「現金及び現金同等物の期末残高」は、当会計期

間の決算時の為替相場による円換算額を付すことになる。以上の換算手続の結果生じた円貨による

差額は、「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めて表示する。 

17．作成基準では、在外子会社における外貨によるキャッシュ・フローは、「外貨建取引等会計処理

基準」における収益及び費用の換算方法に準じて換算するとしている。したがって、外貨による在

外子会社の「キャッシュ・フロー計算書」の表示区分のうち、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」、「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」につ

いては、当該在外子会社の収益及び費用の換算に用いられた為替相場、すなわち、期中平均相場又

は決算時の為替相場のいずれかによる円換算額を付すことになる。また、「現金及び現金同等物の

期首残高」は、前会計期間の決算時の為替相場、「現金及び現金同等物の期末残高」は、当会計期

間の決算時の為替相場による円換算額を付すことになる。以上の換算手続の結果生じた円貨による

差額は、「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めて表示する。 

なお、配当金、増資等の資本取引に関連するキャッシュ・フローについては、当該キャッシュ・

フローの発生時の為替相場による円換算額を付す。 

なお、配当金及び増資等の資本取引に関連するキャッシュ・フローについては、当該キャッ

シュ・フローの発生時の為替相場による円換算額を付す。 
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在外子会社の資産及び負債の増減額の換算 在外子会社の資産及び負債の増減額の換算 

18．在外子会社の円換算後の貸借対照表及び損益計算書を利用して当該在外子会社のキャッシュ・フ

ローを求める場合には、前期と当期の決算時の為替相場の変動による影響額が資産及び負債の円貨

による増減額に含まれて算出されるが、為替相場の変動による円貨増減額はキャッシュ・フローを

伴うものではないため、その影響を調整しなければならない。 

18．在外子会社の円換算後の貸借対照表及び損益計算書を利用して当該在外子会社のキャッシュ・フ

ローを求める場合には、前期と当期の決算時の為替相場の変動による影響額が資産及び負債の円貨

による増減額に含まれて算出されるが、為替相場の変動による円貨増減額はキャッシュ・フローを

伴うものではないため、その影響を調整しなければならない。 

例えば、在外子会社の商品の販売による収入を、期中平均相場により換算した売上高に当期首の

円貨による売上債権残高を加え、当期末の円貨による売上債権残高を控除して求めた場合の円貨額

は、前項の外貨による「キャッシュ・フロー計算書」上の商品の販売による収入を期中平均相場で

換算した場合の円貨額と比べて差異が生じる。この差額は、在外子会社の財務諸表を円換算した際

に生じた為替換算調整勘定の増減額の一部を構成している。したがって、在外子会社の外貨による

「キャッシュ・フロー計算書」を収益及び費用の換算方法に準じて換算した場合と結果が同一とな

るように、資産及び負債の円貨による増減額を原則として為替換算調整勘定増減額の分析を行うこ

とにより調整しなければならない。 

例えば、在外子会社の商品の販売による収入を、期中平均相場により換算した売上高に当期首の

円貨による売上債権残高を加え、当期末の円貨による売上債権残高を控除して求めた場合の円貨額

は、前項の外貨による「キャッシュ・フロー計算書」上の商品の販売による収入を期中平均相場で

換算した場合の円貨額と比べて差異が生じる。この差額は、在外子会社の財務諸表を円換算した際

に生じた為替換算調整勘定の増減額の一部を構成している。したがって、在外子会社の外貨による

「キャッシュ・フロー計算書」を収益及び費用の換算方法に準じて換算した場合と結果が同一とな

るように、資産及び負債の円貨による増減額を原則として為替換算調整勘定増減額の分析を行うこ

とにより調整しなければならない。 

なお、在外子会社の表示区分ごとのキャッシュ・フローに重要性がない場合又は為替相場の変動

による影響額が重要でないと認められる場合には、当該調整を行わず、「現金及び現金同等物に係

る換算差額」に含めて表示することができるものとする。 

なお、在外子会社の各表示区分ごとのキャッシュ・フローに重要性がない場合又は為替相場の変

動による影響額が重要でないと認められる場合には、当該調整を行わず、「現金及び現金同等物に

係る換算差額」に含めて表示することができるものとする。 

  

持分法適用会社からの受取配当金 持分法適用会社からの受取配当金 

23．持分法適用会社からの配当金の受取額は、利息及び配当金に係るキャッシュ・フローの表示区分

について選択した方法に従い、原則として、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分又は

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分のいずれかに記載する。 

23．持分法適用会社からの配当金の受取額は、利息及び配当金に係るキャッシュ・フローの表示区分

について選択した方法に従い、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分又は「投資活動によ

るキャッシュ・フロー」の区分のいずれかに原則として記載する。 

なお、間接法により「営業活動によるキャッシュ・フロー」を表示する場合、税金等調整前当期

純利益から「営業活動によるキャッシュ・フロー」への調整を行う際の非資金損益項目の一つとし

て、持分法による投資損益がある。受取配当金を「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に

記載することとしている場合には、持分法適用会社からの配当金受取額を持分法による投資損益と

（合算）相殺して表示することもできることとする。 

なお、間接法により「営業活動によるキャッシュ・フロー」を表示する場合、税金等調整前当期

純利益から「営業活動によるキャッシュ・フロー」への調整を行う際の非資金損益項目の一つとし

て、持分法による投資（損）益がある。受取配当金を「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に記載することとしている場合には、持分法適用会社からの配当金受取額を持分法による投資

（損）益と（合算）相殺して表示することもできることとする。 

  

非資金取引 非資金取引 

24．作成基準で注記が求められている重要な非資金取引とは、「キャッシュ・フロー計算書」の目的

から企業の財政状態には重要な影響を与えるがキャッシュ・フローを伴わない取引のうち、翌会計

期間以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与える取引をいう。 

24．作成基準で注記を求めている重要な非資金取引とは、「キャッシュ・フロー計算書」の目的から

企業の財政状態には重要な影響を与えるがキャッシュ・フローを伴わない取引のうち、翌会計期間

以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与える取引をいう。 

非資金取引の例としては以下のものがある。 非資金取引の例としては以下のものがある。 

① 社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 ① 社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

② 貸借対照表に計上されたリース資産の取得 ② 貸借対照表に計上されたリース資産の取得 

③ 株式の発行等による資産の取得又は合併 ③ 株式の発行等による資産の取得又は合併 

④ 現物出資による株式の取得又は資産の交換 ④ 現物出資による株式の取得又は資産の交換 

非資金取引の内容によっては、部分的にキャッシュ・フローを伴う取引もあるが、その場合には

キャッシュ・フローを伴う部分についてのみ「キャッシュ・フロー計算書」で報告しなければなら

ない。 

非資金取引の内容によっては、部分的にキャッシュ・フローを伴う取引もあるが、その場合には

キャッシュ・フローを伴う部分についてのみ「キャッシュ・フロー計算書」で報告しなければなら

ない。 

  

中間連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針 中間連結キャッシュ・フロー計算書等の作成に関する実務指針 

25．作成基準では、「個別ベースのキャッシュ・フロー計算書」、「中間連結キャッシュ・フロー計

算書」及び「個別ベースの中間キャッシュ・フロー計算書」は、連結キャッシュ・フロー計算書に

準じて作成することとされている。 

25．作成基準では、「個別ベースのキャッシュ・フロー計算書」、「中間連結キャッシュ・フロー計

算書」及び「個別ベースの中間キャッシュ・フロー計算書」は、連結キャッシュ・フロー計算書に

準じて作成することになっている。 
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ただし、作成基準では、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び個別ベースの中間キャッシュ・

フロー計算書は、「中間会計期間に係るキャッシュ・フローの状況に関する利害関係者の判断を誤

らせない限り、集約して記載することができる。」とされている。この集約して記載することがで

きる範囲は、「キャッシュ・フロー計算書」の各表示区分内における主要な取引ごとに表示する場

合の項目の集約であり、項目を全て集約して各表示区分合計額のみを記載することではない。 

ただし、作成基準では、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び個別ベースの中間キャッシュ・

フロー計算書は、「中間会計期間に係るキャッシュ・フローの状況に関する利害関係者の判断を誤

らせない限り、集約して記載することができる。」としている。この集約して記載することができ

る範囲は、「キャッシュ・フロー計算書」の各表示区分内における主要な取引ごとに表示する場合

の項目の集約であり、項目をすべて集約して各表示区分合計額のみを記載することではない。 

  

適 用 適 用 

26-5．「会計制度委員会報告第８号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関

する実務指針」の改正について」（平成 26 年 11 月 28 日）は、平成 26 年 11 月 28 日から適用す

る。 

（新 設） 

  

Ⅱ 結論の背景 Ⅱ 結論の背景 
資金の範囲 資金の範囲 

27．資金収支表においては、現預金及び市場性のある一時所有の有価証券が資金とされていたが､作成

基準の設定に述べられているように、それでは資金の範囲が広く、企業における資金管理活動の実

態が的確に反映されていないとの問題点が指摘されている。すなわち、一時所有の有価証券のう

ち、価値変動リスクを有する株式等の金融商品と短期の支払に充てることを目的とした現金及び現

金同等物とは異なる投資意図及び内部統制手続の下に取引が行われるのが一般的であり、株式等の

価値変動リスクを有する金融商品への資金運用は、それが短期間であっても、投資活動としての性

格を有すると考えられる。同様に、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない金融商品への投資であっても、その運用期間が比較的長期のものについては、通

常、短期の支払資金準備のためというよりは、資金管理上は異なる意図をもって運用されていると

考えられる。 

27．資金収支表においては、現預金及び市場性のある一時所有の有価証券が資金とされていたが､「連

結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定について」に述べられているように、それでは資

金の範囲が広く、企業における資金管理活動の実態が的確に反映されていないとの問題点が指摘さ

れている。すなわち、一時所有の有価証券のうち、価値変動リスクを有する株式等の金融商品と短

期の支払に充てることを目的とした現金及び現金同等物とは異なる投資意図及び内部統制手続のも

とに取引が行われるのが一般的であり、株式等の価値変動リスクを有する金融商品への資金運用

は、それが短期間であっても、投資活動としての性格を有すると考えられる。同様に、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない金融商品への投資であっても、

その運用期間が比較的長期のものについては、通常、短期の支払資金準備のためというよりは、資

金管理上は異なる意図をもって運用されていると考えられる。 

  

資金の範囲の変更 資金の範囲の変更 

30．資金の範囲を変更した場合には、作成基準では、その旨、その理由及び影響額を注記することと

されているが、注記する事項については、過年度遡及会計基準第１項及び第 11 項に基づくことにな

る。なお、過年度遡及会計基準第 11 項(3)において求められる表示期間のうち、過去の期間につい

て影響を受ける財務諸表の主な表示科目に対する影響額の記載に当たっては、「変更の影響を受け

た各表示区分の合計額」、「現金及び現金同等物の増減額」及び「現金及び現金同等物の期末残

高」に与える影響額を記載する。 

30．資金の範囲を変更した場合には、作成基準では、その旨、その理由及び影響額を注記することと

しているが、注記する事項については、過年度遡及会計基準第１項並びに第 11 項に基づくことにな

る。なお、過年度遡及会計基準第 11 項(3)において求められる、表示期間のうち過去の期間につい

て、影響を受ける財務諸表の主な表示科目に対する影響額の記載に当たっては、「変更の影響を受

けた各表示区分の合計額」、「現金及び現金同等物の増減額」並びに「現金及び現金同等物の期末

残高」に与える影響額を記載する。 

  

キャッシュ・フローの表示区分 キャッシュ・フローの表示区分 

31．「営業活動によるキャッシュ・フロー」には、営業損益計算の対象となった取引、すなわち、そ

のキャッシュ・フローの性格から営業活動に分類されるもののほかに、営業活動に係る債権・債務

から生ずるキャッシュ・フローも含まれる。例えば、商品及び役務の販売により取得した手形の割

引による収入のように、受取手形を約定期日より早期に回収する行為は、借入れによる資金調達と

同様に財務活動としての性格を有するという意見もある。しかしながら、これを「財務活動による

キャッシュ・フロー」の区分に記載した場合、その企業の資金獲得能力を判断する上で重要な「営

業活動によるキャッシュ・フロー」に関する情報が明確に表示されないこととなり、また、企業間

の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の比較可能性を損なうおそれがある。したがって、作成

基準では、営業債権・債務から生ずるキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に記載することとされている。同様に、営業債権のファクタリングや各種の営業債権

の流動化に伴うキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する

31．「営業活動によるキャッシュ・フロー」には、営業損益計算の対象となった取引、すなわち、そ

のキャッシュ・フローの性格から営業活動に分類されるもののほかに、営業活動に係る債権・債務

から生ずるキャッシュ・フローも含まれる。例えば、商品及び役務の販売により取得した手形の割

引による収入のように、受取手形を約定期日より早期に回収する行為は、借入れによる資金調達と

同様に財務活動としての性格を有するという意見もある。しかしながら、これを「財務活動による

キャッシュ・フロー」の区分に記載した場合、その企業の資金獲得能力を判断する上で重要な「営

業活動によるキャッシュ・フロー」に関する情報が明確に表示されないこととなり、また、企業間

の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の比較可能性を損なうおそれがある。したがって、作成

基準では、営業債権・債務から生ずるキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に記載することとしている。同様に、営業債権のファクタリングや各種の営業債権の

流動化に伴うキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載するこ
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ことになる。 とになる。 

33．あるキャッシュ・フローをいずれの表示区分に記載するかを、決済条件等の取引慣行を考慮して

判定する場合がある。例えば、機械の購入代金を検収から６か月後に現金で支払ったとする。通

常、企業は検収時に有形固定資産及び負債(未払金)を計上するが、これは、非資金取引である。検

収から６か月後の債務の支払については、資金の返済猶予を受けたものとして、これを「財務活動

によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する考え方と、有形固定資産の取得を原因とした債務に

係る支出として、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する考え方がある。 

33．あるキャッシュ・フローをいずれの表示区分に記載するかを、決済条件等の取引慣行を考慮して

判定する場合がある。例えば、機械の購入代金を検収から６か月後に現金で支払ったとする。通

常、企業は検収時に固定資産及び負債(未払金)を計上するが、これは、非資金取引である。検収か

ら６か月後の債務の支払については、資金の返済猶予を受けたものとして、これを「財務活動によ

るキャッシュ・フロー」の区分に記載する考え方と、有形固定資産の取得を原因とした債務に係る

支出として、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する考え方がある。 

この場合、検収後６か月の支払が、その企業にとって通常の決済条件であったり、売手側の業界

における取引慣行である場合は、我が国のように企業間信用が比較的長期の場合、これを｢財務活動

によるキャッシュ・フロー｣の区分に記載すると、企業活動の実態が表示されないおそれがあるの

で、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

この場合、検収後６か月の支払が、その企業にとって通常の決済条件であったり、売手側の業界

における取引慣行である場合は、我が国のように企業間信用が比較的長期の場合、これを｢財務活動

によるキャッシュ・フロー｣の区分に記載すると、企業活動の実態が表示されないおそれがあるの

で、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

一方、機械を割賦取引や延払取引により取得した場合の割賦代金等の支払は、ファイナンスとし

ての性格が強いと考えられることから、原則として、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に記載することが妥当である。 

一方、機械を割賦取引や延払取引により取得した場合の割賦代金等の支払は、ファイナンスとし

ての性格が強いと考えられることから、原則として、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区

分に記載することが妥当である。 

  

35．先物契約、オプション契約、先渡契約、スワップ契約等（以下「先物契約等」という。）を、特

定のリスクを減殺する目的で利用している場合、その対象となった取引に係るキャッシュ・フロー

と同一表示区分の同一項目に、これら先物契約等に係るキャッシュ・フローを表示する。例えば、

外貨建売上債権の為替リスクを減殺する目的で売り為替予約を付している場合には、一連の取引は

同一表示区分の同一項目に記載する。すなわち、この場合のキャッシュ・フローは、外貨による売

上債権の取引先からの入金、為替予約に伴う当該外貨の支払及び円貨の入金のキャッシュ・フロー

からなるが、「キャッシュ・フロー計算書」には、予約により確定した円貨の入金のみが「営業活

動によるキャッシュ・フロー」として表示される。 

35．先物契約、オプション契約、先渡契約及びスワップ契約等（以下「先物契約等」という。）を、

特定のリスクを減殺する目的で利用している場合、その対象となった取引に係るキャッシュ・フ

ローと同一表示区分の同一項目に、これら先物契約等に係るキャッシュ・フローを表示する。例え

ば、外貨建売上債権の為替リスクを減殺する目的で売り為替予約を付している場合には、一連の取

引は同一表示区分の同一項目に記載する。すなわち、この場合のキャッシュ・フローは、外貨によ

る売上債権の取引先からの入金、為替予約に伴う当該外貨の支払及び円貨の入金のキャッシュ・フ

ローからなるが、「キャッシュ・フロー計算書」には、予約により確定した円貨の入金のみが「営

業活動によるキャッシュ・フロー」として表示される。 

特定のリスクを減殺する目的以外にこれらの先物契約等が利用されている場合、それらは短期的

な売買差益の獲得を目的としているものと考えられるので、これら先物契約等に係るキャッシュ・

フローは、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

特定のリスクを減殺する目的以外にこれらの先物契約等が利用されている場合、それらは短期的

な売買差益の獲得を目的としているものと考えられるので、これら先物契約等に係るキャッシュ・

フローは、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

ただし、事業目的としてこれらの先物契約等を短期売買目的で保有している企業にあっては、当

該先物契約等に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

する。 

ただし、事業目的としてこれらの先物契約等を短期売買目的で保有している企業にあっては、当

該先物契約等に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載

する。 

  

消費税及び地方消費税に係るキャッシュ・フロー 消費税及び地方消費税に係るキャッシュ・フロー 

36．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の「キャッシュ・フロー計算書」上の表示

としては次の方法が考えられる。 

36．消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の「キャッシュ・フロー計算書」上の表示

としては次の方法が考えられる。 

① 課税対象取引に係るキャッシュ・フローを消費税等込みの金額で表示する方法 ① 課税対象取引に係るキャッシュ・フローを消費税等込みの金額で表示する方法 

② 課税対象取引に係るキャッシュ・フローを消費税等抜きの金額で表示する方法 ② 課税対象取引に係るキャッシュ・フローを消費税等抜きの金額で表示する方法 

③ 消費税等抜きの資産・負債の増加額若しくは減少額に、又は収益若しくは費用の額に、これら

に関連する消費税込みの債権・債務の期中増減額を調整して、各表示区分の主要な取引ごとの

キャッシュ・フローを表示する方法 

③ 消費税等抜きの資産・負債の増加額又は減少額に、あるいは、収益又は費用の額に、これらに

関連する消費税込みの債権・債務の期中増減額を調整して、各表示区分の主要な取引ごとの

キャッシュ・フローを表示する方法 

消費税等に係るキャッシュ・フローについては、いずれの処理も認められる。ただし、企業が採

用した処理は、毎期継続適用することに留意する。 

消費税等に係るキャッシュ・フローについては、いずれの処理も認められる。ただし、企業が採

用した処理は、毎期継続適用することに留意する。 

なお、消費税等の申告による納付又は還付に係るキャッシュ・フローは、課税取引に関連付けて

区分することが実務的に困難なため、「法人税等の支払額」と同様に「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の区分に消費税等支払額（還付額）又は未払（未収）消費税等の増減額として記載

する。 

なお、消費税等の申告による納付又は還付に係るキャッシュ・フローは、課税取引に関連付けて

区分することが実務的に困難なため、「法人税等の支払額」と同様に「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の区分に消費税等支払額（還付額）又は未払（未収）消費税等の増減額として記載

する。 
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（例） （例） 

１．前 提 前 提 

(1) 消費税率は、５％とする。  

(2) 簡略化のため、期中において消費税等の納付はないものとする。また、前提として記載し

た以外の損益項目は考慮しないものとする。 

 

 

   税込額  税抜額 

当期売上高：  1,050 (内 消費税等 50)  1,000 

当期首売上債権残高：  315 (内 消費税等 15)  300 

当期末売上債権残高：  336 (内 消費税等 16)  320 

営業収入：  1,029 (内 消費税等 49)  980 

当期商品仕入高：  840 (内 消費税等 40)  800 

当期首商品残高：  147 (内 消費税等 7)  140 

当期末商品残高：  168 (内 消費税等 8)  160 

当期売上原価：  819 (内 消費税等 39)  780 

当期首仕入債務残高：  105 (内 消費税等 5)  100 

当期末仕入債務残高：  84 (内 消費税等 4)  80 

商品の仕入れによる支出：  861 (内 消費税等 41)  820 

     

当期首未払消費税等：  9 (当期支払済み)  

当期末未払消費税等：  10   
 

   税込額  税抜額 

当期売上高：  1,050 (内 消費税等 50)  1,000 

当期首売上債権残高：  315 (内 消費税等 15)  300 

当期末売上債権残高：  336 (内 消費税等 16)  320 

営業収入：  1,029 (内 消費税等 49)  980 

当期商品仕入高：  840 (内 消費税等 40)  800 

当期首商品残高：  147 (内 消費税等 7)  140 

当期末商品残高：  168 (内 消費税等 8)  160 

当期売上原価：  819 (内 消費税等 39)  780 

当期首仕入債務残高：  105 (内 消費税等 5)  100 

当期末仕入債務残高：  84 (内 消費税等 4)  80 

商品の仕入れによる支出：  861 (内 消費税等 41)  820 

     

当期首未払消費税等：  9 (当期支払済み)  

当期末未払消費税等：  10   
 

  

 （簡略化のため、期中において消費税等の納付はないものとする。また、前提として記載した以外

の損益項目は考慮しないものとする。) 

２．①の方法による場合 ①の方法による場合 

ア．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を直接法で表示するとき。 ア．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を直接法で表示するとき 

営業収入（315＋1,050－336） 1,029 

商品の仕入れによる支出（105＋840－84） -861 

消費税等支払額（当期首未払消費税等) -9 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

営業収入（315＋1,050－336） 1,029 

商品の仕入れによる支出（105＋840－84） -861 

消費税等支払額（当期首未払消費税等) -9 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

  

イ．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を間接法で表示するとき。 イ．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を間接法で表示するとき 

 税金等調整前当期純利益の計算：1,050－819－(50－40)＝221 

税金等調整前当期純利益（1,050－819－(50－40)） 221 

売上債権の増加額（315－336） -21 

商品の増加額（147－168） -21 

仕入債務の減少額（105－84） -21 

未払消費税等の増加額（10－9） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

税金等調整前当期純利益 221 

売上債権の増加額（315－336） -21 

商品の増加額（147－168） -21 

仕入債務の減少額（105－84） -21 

未払消費税等の増加額（10－9） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
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３．②の方法による場合 ②の方法による場合 

ア．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を直接法で表示するとき。 ア．「営業活動によるキャッシュ・フロー」を直接法で表示するとき 

営業収入（300＋1,000－320） 980 

商品の仕入れによる支出（100＋800－80） -820 

消費税等収支額（-9＋49－41） -1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

営業収入（300＋1,000－320） 980 

商品の仕入れによる支出（100＋800－80） -820 

消費税等収支額（-9＋49－41） -1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

  

  

イ．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法で表示するとき。 イ．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法で表示するとき 

 税金等調整前当期純利益の計算：1,000－780＝220 

税金等調整前当期純利益（1,000－780） 220 

売上債権の増加額（300－320） -20 

商品の増加額（140－160） -20 

仕入債務の減少額（100－80） -20 

消費税等収支額（-9＋49－41） -1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

税金等調整前当期純利益 220 

売上債権の増加額（300－320） -20 

商品の増加額（140－160） -20 

仕入債務の減少額（100－80） -20 

消費税等収支額（-9＋49－41） -1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

  

４．③の方法による場合 ③の方法による場合 

ア．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を直接法で表示するとき。 ア．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を直接法で表示するとき 

営業収入（315＋1,000－336） 979 

商品の仕入れによる支出（780－140＋160＋105－84） -821 

未払消費税等の増加額（-9＋50－40） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

営業収入（315＋1,000－336） 979 

商品の仕入れによる支出（780－140＋160＋105－84） -821 

未払消費税等の増加額（-9＋50－40） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

  

イ．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法で表示するとき。 イ．｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法で表示するとき 

税金等調整前当期純利益（1,000－780） 220 

売上債権の増加額（315－336） -21 

商品の増加額（140－160） -20 

仕入債務の減少額（105－84） -21 

未払消費税等の増加額（10－9） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

税金等調整前当期純利益 220 

売上債権の増加額（315－336） -21 

商品の増加額（140－160） -20 

仕入債務の減少額（105－84） -21 

未払消費税等の増加額（10－9） 1 

    営業活動によるキャッシュ・フロー 159 
 

  

純額表示 純額表示 

37．「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」に関し、純

額表示が認められる期間が短く、かつ、回転が速い項目に係るキャッシュ・フローの例としては、

次のものがある。 

37．「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」に関し、純

額表示が認められる期間が短くかつ回転が速い項目に係るキャッシュ・フローの例としては、次の

ものがある。 

① 短期借入金の借換えによるキャッシュ・フロー ① 短期借入金の借換えによるキャッシュ・フロー 

② 短期貸付金の貸付けと返済が連続して行われている場合のキャッシュ・フロー ② 短期貸付金の貸付けと返済が連続して行われている場合のキャッシュ・フロー 

③ 現金同等物以外の有価証券の取得と売却が連続して行われている場合のキャッシュ・フロー ③ 現金同等物以外の有価証券の取得と売却が連続して行われている場合のキャッシュ・フロー 

  

外貨建キャッシュ・フロー 外貨建キャッシュ・フロー 

42．作成基準注解（注７）様式２（「営業活動によるキャッシュ・フロー」を間接法により表示する

場合）における税金等調整前当期純利益の調整項目として加減算される為替差損益は、原則とし

て、同様式の小計欄以下に記載される取引に係る①外貨建債権又は債務を決算時の為替相場により

42．作成基準注解（注７）の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示様式２（間接法）を採用

した場合における税金等調整前当期純利益の調整項目として加減算される為替差損益は、原則とし

て、同様式の小計欄以下に記載される取引に係る①外貨建債権・債務を決算時の為替相場により換
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換算したことに伴う為替差損益、及び②決済に伴う為替差損益からなり、当該取引に係るキャッ

シュ・フローをその取引日における為替相場（又は予約為替相場）で表示するための調整項目であ

る。したがって、当期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」に影響を与えない外貨建の現金及

び現金同等物の為替差損益並びに投資活動及び財務活動に係る為替差損益がこの調整項目に含まれ

る。 

算したことに伴う為替差損益及び②決済に伴う為替差損益からなり、当該取引に係るキャッシュ・

フローをその取引日における為替相場（又は予約レート）で表示するための調整項目である。した

がって、当期の「営業活動によるキャッシュ・フロー」に影響を与えない外貨建の現金及び現金同

等物の為替差損益並びに投資活動及び財務活動に係る為替差損益がこの調整項目として含まれる。 

  

（例） （例） 

１．前 提  前 提 

(1) 期首残高：期首為替相場 FC（外国通貨）1＝22円 期首残高：期首為替相場：FC（外国通貨）＝22円 

外貨建売掛金 FC200（円換算額4,400円） 外貨建売掛金 FC200（円換算額4,400円） 

外貨建貸付金 FC100（円換算額2,200円） 外貨建貸付金 FC100（円換算額2,200円） 

(2) 期中取引：期中平均相場 FC1＝23円 期中取引：期中平均相場：FC＝23円 

以下の回収取引のみであったと仮定する。 以下の回収取引だけであったと仮定する。 

外貨建売掛金の回収 FC100（2,300円の入金、為替差益①100円） 外貨建売掛金の回収 FC100（2,300円の入金、為替差益①100円） 

外貨建貸付金の回収 FC 50（1,150円の入金、為替差益② 50円） 外貨建貸付金の回収 FC 50（1,150円の入金、為替差益② 50円） 

(3) 期末残高：期末為替相場 FC1＝24円 期末残高：期末為替相場：FC＝24円 

外貨建売掛金 FC100（円換算額2,400円、為替差益③200円） 外貨建売掛金 FC100（円換算額2,400円、為替差益③200円） 

外貨建貸付金 FC 50（円換算額1,200円、為替差益④100円） 外貨建貸付金 FC 50（円換算額1,200円、為替差益④100円） 

(4) 税金等調整前当期純利益は、上記為替差益合計450円だけであると仮定する。  税金等調整前当期純利益は、上記為替差益合計450円だけであると仮定する。 

  

２．様式２による「キャッシュ・フロー計算書」の記載例（単位：円） 様式２による「キャッシュ・フロー計算書」の記載例（単位：円） 

  

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 450  

 為替差益 -150 （②50＋④100） 

 売上債権の減少額 2,000 （4,400－2,400） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,300  

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 貸付金の回収による収入  1,150 （2,200－1,200＋50＋100） 

 ・・・・・・・・・   
 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
 税金等調整前当期純利益 450  

 為替差益（②＋④） -150  

 売上債権の減少額 2,000 （4,400－2,400） 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,300  

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 貸付金の回収による収入  1,150 （2,200－1,200＋50＋100） 

 ・・・・・・・・・   
 

  

上記調整により、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄は、円貨による売掛金の当期

回収額と一致し、また、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の貸付金の回収額も、回収時の円

貨による額と一致することとなる。 

上記調整により、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄は、円貨による売掛金の当期

回収額と一致し、また、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の貸付金の回収額も、回収時の円

貨による額と一致することとなる。 

  

43．在外子会社の外貨建「キャッシュ・フロー計算書」の換算によって生じる「現金及び現金同等物

に係る換算差額」は、以下の項目からなる。 

43．在外子会社の外貨建「キャッシュ・フロー計算書」の換算によって生じる「現金及び現金同等物

に係る換算差額」は、以下の項目からなる。 

① 在外子会社の「現金及び現金同等物の期首残高」に係る期中の為替相場の変動による換算差額 ① 在外子会社の「現金及び現金同等物の期首残高」に係る期中の為替相場の変動による換算差額 

② 期中平均相場又はキャッシュ・フロー発生時の為替相場によって在外子会社のキャッシュ・フ

ローを換算したことによって生じる、決算時の為替相場と期中平均相場又はキャッシュ・フロー

発生時の為替相場の差による換算差額 

② 期中平均相場又はキャッシュ・フロー発生時の為替相場によって在外子会社のキャッシュ・フ

ローを換算したことによって生じる、決算時の為替相場と期中平均相場又はキャッシュ・フロー

発生時の為替相場の差による換算差額 

これらの換算差額は、円貨による「現金及び現金同等物の期末残高」には影響を与えるが１会計

期間のキャッシュ・フローを表すものではないため、「キャッシュ・フロー計算書」における三つ

これらの換算差額は、円貨による「現金及び現金同等物の期末残高」には影響を与えるが一会計

期間のキャッシュ・フローを表すものではないため、「キャッシュ・フロー計算書」における三つ
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の表示区分には含めず「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めて表示する。 の表示区分には含めず「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めて表示する。 

  

（例）期中平均相場を適用して在外子会社のキャッシュ・フロー計算書を換算した場合の現金及び

現金同等物に対する為替相場の変動による影響額の計算 

（例）期中平均相場を適用して在外子会社のキャッシュ・フロー計算書を換算した場合の現金及び

現金同等物に対する為替相場の変動による影響額の計算 

期首為替相場：FC1＝22円 期首為替相場：FC＝22円 

期末為替相場：FC1＝27円 期末為替相場：FC＝27円 

期中平均相場：FC1＝25円 期中平均相場：FC＝25円 

  

外貨による

キャッシュ 

・フロー計

算書（FC） 

 

期中平均相場

による円換算

後のキャッ

シュ・フロー

計算書（ただ

し * を 除

く。）（円） 

 

期末為替相

場による円

換 算 額

（円） 

 

為替相場の

変動による

影 響 額

（円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000  25,000  27,000  ② 2,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー -300  -7,500  -8,100  ②  -600 

財務活動によるキャッシュ・フロー -600  -15,000  -16,200  ② -1,200 

現金及び現金同等物に係る換算差額 －  450  －  -450 

現金及び現金同等物の増加額 100  2,950  2,700  -250 

現金及び現金同等物の期首残高 50  * 1,100  1,350  ①  250 

現金及び現金同等物の期末残高 150  * 4,050  4,050  0 
 

  

外貨による

キャッシュ 

・フロー計

算書（FC） 

 

期中平均相場

による円換算

後のキャッ

シュ・フロー

計算書（ただ

し * を 除

く。）（円） 

 

期末為替相

場による円

換 算 額

（円） 

 

為替相場の

変動による

影 響 額

（円） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,000  25,000  27,000  ② 2,000 

投資活動によるキャッシュ・フロー -300  -7,500  -8,100  ②  -600 

財務活動によるキャッシュ・フロー -600  -15,000  -16,200  ② -1,200 

現金及び現金同等物に係る換算差額 －  450  －  -450 

現金及び現金同等物の増加額 100  2,950  2,700  -250 

現金及び現金同等物の期首残高 50  * 1,100  1,350  ①  250 

現金及び現金同等物の期末残高 150  * 4,050  4,050  0 
 

（注) （注) 

① 在外子会社の「現金及び現金同等物の期首残高」に係る期中の為替相場の変動（期首と期末

の為替相場差）による換算差額 

① 在外子会社の「現金及び現金同等物の期首残高」に係る期中の為替相場の変動（期首と期末

の為替相場差）による換算差額 

② 期中平均相場によって在外子会社の外貨建キャッシュ・フローを換算したことによって生じ

る期末為替相場と期中平均相場の差による換算差額 

② 期中平均相場によって在外子会社の外貨建キャッシュ・フローを換算したことによって生じ

る期末為替相場と期中平均相場の差による換算差額 

  

なお、在外子会社の外貨建キャッシュ・フロー計算書を期末為替相場によって換算した場合には

②の差額は発生しないため、①の換算差額が「現金及び現金同等物に係る換算差額」となる。 

なお、在外子会社の外貨建キャッシュ・フロー計算書を期末為替相場によって換算した場合には

②の差額は発生しないため、①の換算差額が「現金及び現金同等物に係る換算差額」となる。 

  

44．在外子会社の円換算後の貸借対照表及び損益計算書を利用して算出したキャッシュ・フローの額

は、期中の為替相場の変動による影響額を含んでいる。このような為替相場の変動による影響額を

キャッシュ・フローに含めた場合には、キャッシュ・フローが全く発生していない場合であっても

為替相場の変動により、あたかもキャッシュ・フローが発生しているかのように報告されてしまう

こととなる。これを避けるためには、為替換算調整勘定の増減額を分析することにより必要な調整

を行い、原則として当該影響額を「キャッシュ・フロー計算書」から除外しなければならない。た

だし、当該為替換算調整勘定の増減額が連結キャッシュ・フロー計算書に重要な影響を与えない場

合には、この調整を行わず、為替換算調整勘定の増減額を「現金及び現金同等物に係る換算差額」

として処理することができる。 

44．在外子会社の円換算後の貸借対照表及び損益計算書を利用して算出したキャッシュ・フローの額

は、期中の為替相場の変動による影響額を含んでいる。このような為替相場の変動による影響額を

キャッシュ・フローに含めた場合には、キャッシュ・フローが全く発生していない場合であっても

為替相場の変動により、あたかもキャッシュ・フローが発生しているかのように報告されてしまう

こととなる。これを避けるためには、為替換算調整勘定の増減額を分析することにより必要な調整

を行い、原則として当該影響額を「キャッシュ・フロー計算書」から除外しなければならない。た

だし、当該為替換算調整勘定の増減額が連結キャッシュ・フロー計算書に重要な影響を与えない場

合には、この調整を行わず、為替換算調整勘定の増減額を「現金及び現金同等物に係る換算差額」

として処理できる。 

  

（例）在外子会社の貸借対照表及び損益計算書を基礎として間接法によって作成する場合の為替相

場の変動による影響の調整 

（例）在外子会社の貸借対照表及び損益計算書を基礎として間接法によって作成する場合の為替相

場の変動による影響の調整 
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１．在外子会社の貸借対照表の分析 ＜在外子会社の貸借対照表の分析＞ 

① 期首為替相場FC1＝22円、期末為替相場FC1＝24円、期中平均相場FC1＝23円  

② 資本金、期首利益剰余金は発生時の為替相場で、当期純利益は期中平均相場で換算して

いる。 

 

③ 法人税等は考慮しないものとする。 

 

 

 外貨額（FC） 円換算額（円）   

 

 

当期首 

○a 

 

当期末 

○b 

 

増減 

○c 

① 

当期首 

○a×22円 

② 

当期末 

○b×24円 

③ 

増減 

○c×23円 

②－①－③ 

換算差額

(円) 

②－① 

円ベース増

減(円) 

現金預金 15  22  7  330  528  161  37  198  

売上債権 50  46  (4) 1,100  1,104  (92) 96  4  

仕入債務 (30) (27) 3  (660) (648) 69  (57) 12  

借入金 (5) (6) (1) (110) (144) (23) (11) (34) 

資本金 (20) (20) －  (400) (400) －  －  －  

期首利益剰余金 (10) (10) －  (190) (190) －  －  －  

当期純利益 －  (5) (5) －  (115) (115) －  (115) 

為替換算調整勘

定 －  －  －  (70) (135) －  (65) (65) 

合 計 0  0  0  0  0  0  0  0  
 

  外貨額（FC） 円換算額（円）   

 

 

当期首 

○a 

 

当期末 

○b 

 

増減 

○c 

① 

当期首 

○a×22円 

② 

当期末 

○b×24円 

③ 

増減 

○c×23円 

②－①－③ 

換算差額

(円) 

②－① 

円ベース増

減(円) 

現金預金 15  22  7  330  528  161  37  198  

売上債権 50  46  (4) 1,100  1,104  (92) 96  4  

仕入債務 (30) (27) 3  (660) (648) 69  (57) 12  

借入金 (5) (6) (1) (110) (144) (23) (11) (34) 

資本金 (20) (20)  (400) (400)    

期首利益剰余金 (10) (10)  (190) (190)    

当期純利益  (5) (5)  (115) (115)  (115) 

為替換算調整勘

定 
   (70) (135)  (65) (65) 

合 計 0  0  0  0  0  0  0  0  
 

 （注）期首為替相場：FC＝22円、期末為替相場：FC＝24円、期中平均相場：FC＝23円 

 ただし、資本金、期首利益剰余金は発生時の為替相場で、当期純利益は期中平均相場で換算

している。 

 また、この場合、法人税等は考慮しないものとする。 

  

２．在外子会社の資産及び負債の増減に係る為替換算調整勘定の調整 ＜在外子会社の資産及び負債の増減に係る為替換算調整勘定の調整＞ 

   調整前(円)  調整差額(円)  調整後(円) 

税金等調整前当期純利益  115   －   115  

売上債権の増減額  (4)  96   92  

仕入債務の増減額  (12)  (57)  (69) 

為替換算調整勘定の増減  65   (65)  0  

 営業活動によるキャッシュ・フロー  164   (26)  138  

借入れによる収入  34   (11)  23  

 財務活動によるキャッシュ・フロー  34   (11)  23  

 現金及び現金同等物に係る換算差額  0   37   37  

 現金及び現金同等物の増加額  198   0   198  

 現金及び現金同等物の期首残高  330   －   330  

 現金及び現金同等物の期末残高  528   0   528  
 

   調整前(円)  調整差額(円)  調整後(円) 

税金等調整前当期純利益  115     115  

売上債権の増減額  (4)  96   92  

仕入債務の増減額  (12)  (57)  (69) 

為替換算調整勘定の増減  65   (65)  0  

 営業活動によるキャッシュ・フロー  164   (26)  138  

借入れによる収入  34   (11)  23  

 財務活動によるキャッシュ・フロー  34   (11)  23  

 現金及び現金同等物に係る換算差額  0   37   37  

 現金及び現金同等物の増加額  198   0   198  

 現金及び現金同等物の期首残高  330     330  

 現金及び現金同等物の期末残高  528   0   528  
 

  

45．間接法を採用した場合、連結上相殺消去の対象となった債権又は債務から生じた為替換算差額を

調整する必要がある。当該為替換算差額のうち連結損益計算書上、為替差損益に計上されているも

のは税金等調整前当期純利益の調整項目として加減算する。 

45．間接法を採用した場合、連結上相殺消去の対象となった債権債務から生じた為替換算差額を調整

する必要がある。当該為替換算差額のうち連結損益計算書上、為替差損益に計上されているものは

税金等調整前当期純利益の調整項目として加減算する。 

なお、上記為替差額の金額が連結キャッシュ・フロー計算書に重要な影響を与えない場合には、 なお、上記為替差額の金額が連結キャッシュ・フロー計算書に重要な影響を与えない場合には、
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簡便的に当該為替差損益を一括して「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めることができ

る。 

簡便的に当該為替差損益を一括して「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含めることができ

る。 

  

（例）間接法によって作成する場合の為替換算差額の調整 （例）間接法によって作成する場合の為替換算差額の調整 

① 親会社は期中に第三者より商品Ａを 1,000 円で購入し、これを米国子会社に 10ドルで販売し

た（売却時の為替相場は１ドル＝100円であり、利益は発生していないものとする。）。 

① 親会社は期中に第三者より商品Ａ1,000 円を購入し、これを米国子会社に$10 で販売した（売

却時の為替相場は$＝100円であり、利益は発生していないものとする。）。 

② 米国子会社は期中に商品Ａを15ドルで第三者に販売した。 ② 米国子会社は期中に商品Ａを$15で第三者に販売した。 

③ 親会社の買掛金と子会社の売掛金は決済されていない。 ③ 親会社の買掛金、子会社の売掛金は決済されていない。 

④ 為替相場は以下のとおりである。 ④ 為替相場は以下のとおりである。 

期中平均相場：１ドル＝101円、期末為替相場：１ドル＝106円 期中平均相場：$＝101円、期末為替相場：$＝106円 

親会社が期末において売掛金に適用した予約為替相場：１ドル＝110円 親会社が期末において売掛金に適用した予約為替相場：$＝110円 

米国子会社（100％所有）設立時（当期首日）の為替相場：１ドル＝200円 米国子会社（100％所有）設立時（当期首日）の為替相場：$＝200円 

⑤ 簡便化のため、当期においては上記取引のみしか発生していないものとする。 ⑤ 簡便化のため、当期においては上記取引のみしか発生していないものとする。 

⑥ 親会社及び米国子会社は当期首に設立され、親会社の当期首における資産は現金 100 円及び

投資有価証券（米国子会社株式）200 円のみであり、米国子会社の資産は現金１ドル（200 円）

のみであった。 

⑥ 親会社及び米国子会社は当期首に設立され、親会社の当期首における資産は現金 100 円、投

資有価証券（米国子会社株式）200 円のみであり、米国子会社の資産は現金$1（200 円）のみで

あった。 

  

    子会社       

 親会社  外貨(ドル)  円換算後  合 算  相殺消去  連 結 

現 金 100   1   106   206     206  

売掛金 

(親:予約、子:期末) 
1,100  

 
15  
 

1,590  
 
2,690  

 
(1,100) 

 
1,590  

投資有価証券 200       200   (200)   

買掛金 (1,000)  (10)  (1,060)  (2,060)  1,060   (1,000) 

資本金 (300)  (1)  (200)  (500)  200   (300) 

利益剰余金 (100)  (5)  (505)  (605)    (605) 

為替換算調整勘定     69   69   40   109  

合 計 0   0   0   0   0   0  

            

売上高 (1,000)  (15)  (1,515)  (2,515)  1,000   (1,515) 

売上原価 1,000   10   1,010   2,010   (1,010)  1,000  

為替差損益 (100)  0   0   (100)  10   (90) 

親会社株主に帰属する当

期純利益/当期純利益 (100)  (5)  (505)  (605)  0   (605) 
 

    子会社       

 親会社  外貨($)  円換算後  合 算  相殺消去  連 結 

現 金 100   1   106   206     206  

売掛金 

(親:予約、子:期末) 
1,100  

 
15  
 

1,590  
 
2,690  

 
(1,100) 

 
1,590  

投資有価証券 200       200   (200)   

買掛金 (1,000)  (10)  (1,060)  (2,060)  1,060   (1,000) 

資本金 (300)  (1)  (200)  (500)  200   (300) 

利益剰余金 (100)  (5)  (505)  (605)    (605) 

為替換算調整勘定     69   69   40   109  

合 計 0   0   0  0   0   0  

            

売上高 (1,000)  (15)  (1,515)  (2,515)  1,000   (1,515) 

売上原価 1,000   10   1,010   2,010   (1,010)  1,000  

為替差損益 (100)  0   0   (100)  10   (90) 

親会社株主に帰属する当

期純利益/当期純利益 
(100) 

 
(5) 
 

(505) 
 

(605) 
 

0  
 

(605) 
 

  

＜当期首貸借対照表＞ 当期首貸借対照表 

    子会社       

 親会社  外貨(ドル)  円 貨  合 算  相殺消去  連 結 

現 金 100   1   200   300     300  

投資有価証券 200       200   (200)   

資本金 (300)  (1)  (200)  (500)  200   (300) 

合 計 0   0   0   0   0   0  
 

    子会社       

 親会社  外貨($)  円 貨  合 算  相殺消去  連 結 

現 金 100   1   200   300     300  

投資有価証券 200       200   (200)   

資本金 (300)  (1)  (200)  (500)  200   (300) 

合 計 0   0   0   0   0   0  
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  貸借対照表増減額  連結調整  調整後 

   子会社       

 親会社  調整前  調整差額  調整後  合 計     

       

現 金（ア） 0 (94) 94  0 0     

売掛金（イ） 1,100 1,590  (75) 1,515 2,615     

投資有価証券（ウ） 0 －  －  － 0     

買掛金（エ） (1,000) (1,060) 50  (1,010)(2,010)    

資本金（オ） 0 0  －  － 0     

利益剰余金（カ） (100) (505) 0  (505)(605)    

為替換算調整勘定（キ） 0 69  (69) 0 0     

合 計 0 0  0  0 0     

       

 

 

      

税金等調整前当期純利

益（カ） 100 505  0  505 605 0 605 

為替換算調整額／為替

差損益（キ） 0 (69) 69  0 0 (90)(90)

売掛金増加額（イ） (1,100) (1,590) 75  (1,515)(2,615) 1,100 (1,515)

買掛金増加額（エ） 1,000 1,060  (50) 1,010 2,010 (1,010)1,000 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 0 (94) 94  0 0 0 0 

   

現金及び現金同等物に係

る換算差額  (94) (94)(94) 0 (94)

現金及び現金同等物の増

減額（ア） 0 (94) 0  (94)(94) 0 (94)

現金及び現金同等物の期

首残高 100 200  0  200 300 0 300 

現金及び現金同等物の期

末残高 100 106  0  106 206 0 206 
 

  貸借対照表増減額     

   子会社       

 親会社  調整前  調整差額  調整後  合 計     

     

現 金（ア） 0 (94) 94 0 0     

売掛金（イ） 1,100 1,590 (75) 1,515 2,615     

投資有価証券（ウ） 0 － － － 0     

買掛金（エ） (1,000) (1,060) 50 (1,010)(2,010)    

資本金（オ） 0 0 － － 0     

利益剰余金（カ） (100) (505) 0 (505) (605)    

為替換算調整勘定（キ） 0 69 (69) 0 0     

 0 0 0 0 0     

     

  連結調整  調整後 

     

税金等調整前当期純利

益（カ） 
100 505 0 505 605 0 605 

為替換算調整額／為替

差益（キ） 
0 (69) 69 0 0 (90)(90)

売掛金増加額（イ） (1,100) (1,590) 75 (1,515)(2,615) 1,100 (1,515)

買掛金増加額（エ） 1,000 1,060 (50) 1,010 2,010 (1,010) 1,000 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー 
0 (94) 94 0 0 0 0 

 

現金及び現金同等物に係

る換算差額 
(94) (94) (94) 0 (94)

現金及び現金同等物の増

減額（ア） 
0 (94) 0 (94) (94) 0 (94)

現金及び現金同等物の期

首残高 
100 200 0 200 300 0 300 

現金及び現金同等物の期

末残高 
100 106 0 106 206 0 206 

 

（注）連結調整  

親会社の売掛金増加額は子会社に対するものであり、また、子会社の買掛金増加額は親会社

に対するものである。したがって、連結キャッシュ・フロー計算書を両者の個別キャッシュ・

フロー計算書を合算して作成する場合には、これらの連結会社相互間に係る債権及び債務の増

減額は消去しなければならない。 

連結調整：親会社の売掛金増加額は子会社に対するものであり、また、子会社の買掛金増加額は親

会社に対するものである。したがって、連結キャッシュ・フロー計算書を両者の個別

キャッシュ・フロー計算書を合算して作成する場合には、これらの連結会社相互間に係

る債権・債務の増減額は消去しなければならない。 

なお、調整後の為替換算調整額／為替差損益欄の 90 は、連結上相殺消去の対象となった親

会社の子会社に対する外貨建売掛金に為替予約を付したことによる為替差益 100 と連結会社相

互間の取引高の消去で発生した為替差損10からなる。 

なお、調整後の為替換算調整額／為替差益欄の 90 は、連結上相殺消去の対象となった

親会社の子会社に対する外貨建売掛金に為替予約を付したことによる為替差益 100 と連

結会社相互間の取引高の消去で発生した為替差損10からなる。 
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連結追加・連結除外に伴う現金及び現金同等物 連結追加・連結除外に伴う現金及び現金同等物 

46．非連結子会社を新たに連結した場合の連結開始時点の現金及び現金同等物の残高、又は連結子会

社を非連結子会社としたため連結の範囲から除外した場合の連結除外時点の現金及び現金同等物の

残高は、「現金及び現金同等物の期首残高」に加算又は減算する形式で「キャッシュ・フロー計算

書」において独立して表示する。 

46．非連結子会社を新たに連結した場合の連結開始時点の現金及び現金同等物の残高、又は連結子会

社を非連結子会社としたため連結の範囲から除外した場合の連結除外時点の現金及び現金同等物の

残高は、「現金及び現金同等物の期首残高」に加算又は減算する形式で「キャッシュ・フロー計算

書」において独立表示する。 

なお、当期新たに他の会社の株式等を取得して、当該会社を連結子会社とした場合は、取得に伴

い支出した現金及び現金同等物の額から、連結開始時に当該子会社が保有していた現金及び現金同

等物の額を控除した額をもって「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

なお、当期新たに他の会社の株式等を取得して、当該会社を連結子会社とした場合は、取得に伴

い支出した現金及び現金同等物の額から、連結開始時に当該子会社が保有していた現金及び現金同

等物の額を控除した額をもって「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

また、連結子会社の持分の譲渡により連結から除外した場合は、譲渡により取得した現金及び現

金同等物の額から、連結除外時点の該当子会社の現金及び現金同等物の残高を控除した額をもって

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

また、連結子会社の持分の譲渡により連結から除外した場合は、譲渡により取得した現金及び現

金同等物の額から、連結除外時点の該当子会社の現金及び現金同等物の残高を控除した額をもって

「投資活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する。 

  

連結キャッシュ・フロー計算書の作成の簡便法 連結キャッシュ・フロー計算書の作成の簡便法 

47．作成基準では、「連結キャッシュ・フロー計算書の作成に当たっては、連結会社相互間のキャッ

シュ・フローは相殺消去しなければならない。」とされ、各連結会社の「キャッシュ・フロー計算

書」を連結すること(原則法)が想定されているが、簡便的に、連結損益計算書並びに連結貸借対照

表の期首残高と期末残高の増減額の分析及びその他の情報から作成することも認められる（Ⅲ 設

例による解説参照）。ただし、原則法を採用した場合と同様のキャッシュ・フローに関する情報が

得られるよう留意する。 

47．作成基準では、「連結キャッシュ・フロー計算書の作成に当たっては、連結会社相互間のキャッ

シュ・フローは相殺消去しなければならない。」とし、各連結会社の「キャッシュ・フロー計算

書」を連結すること(原則法)を想定しているが、簡便的に、連結損益計算書並びに連結貸借対照表

の期首残高と期末残高の増減額の分析及びその他の情報から作成することも認められる（設例参

照）。ただし、原則法を採用した場合と同様のキャッシュ・フローに関する情報が得られるよう留

意する。 

  

非資金取引 非資金取引 

48．非資金取引を「キャッシュ・フロー計算書」から除くことは、「キャッシュ・フロー計算書」の

目的に整合するが、これら非資金取引の中には、翌期以降長期にわたりキャッシュ・フローに影響

する取引がある。例えば、社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行

使は、将来の社債利息の支払及び新株予約権付社債元本の償還額を減少させる一方、将来の配当金

の支払を増加させるであろうし、貸借対照表に計上されたリース債権又はリース債務は、将来の

リース料の収入又は支払を予想させる。 

48．非資金取引を「キャッシュ・フロー計算書」から除くことは、「キャッシュ・フロー計算書」の

目的に整合するが、これら非資金取引の中には、翌期以降長期にわたりキャッシュ・フローに影響

する取引がある。例えば、社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行

使は、将来の社債利息の支払及び新株予約権付社債元本の償還額を減少させる一方、将来の配当金

の支払を増加させるであろうし、貸借対照表に計上されたリース債権又はリース債務は、将来の

リース料の収入又は支払を予想させる。 

なお、これら重要な非資金取引の全てを「キャッシュ・フロー計算書」に注記することも考えら

れるが、財務諸表の他の箇所に開示されている場合には、開示が重複し明瞭性を損なうこととなる

ため、「キャッシュ・フロー計算書」との関連を明確にした上で財務諸表の他の箇所に開示するこ

ともできる。 

なお、これら重要な非資金取引のすべてを「キャッシュ・フロー計算書」に注記することも考え

られるが、財務諸表の他の箇所に開示されている場合には、開示が重複し明瞭性を損なうこととな

るため、「キャッシュ・フロー計算書」との関連を明確にした上で財務諸表の他の箇所に開示する

こともできる。 

  

49．対価の一部に現金が含まれる合併や事業譲受（譲渡）のように部分的にキャッシュ・フローを伴

う取引については、キャッシュ・フローを伴う部分のみを「キャッシュ・フロー計算書」に含め、

それ以外の部分は「キャッシュ・フロー計算書」には記載しない。例えば、事業譲受に伴う支出

（事業譲受により取得する現金及び現金同等物を控除した額）は「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」として記載するが、事業譲受に伴う資産（現金及び現金同等物を除く。）の増加及び負債の

増加による影響は「キャッシュ・フロー計算書」に含めてはならない。このような部分的にキャッ

シュ・フローを伴う取引についても、「キャッシュ・フロー計算書」又は財務諸表の他の箇所にお

いて、取引の全容とキャッシュ・フローとの関連を明らかにするための注記をしなければならな

い。 

49．対価の一部に現金が含まれる合併や事業譲受（譲渡）のように部分的にキャッシュ・フローを伴

う取引については、キャッシュ・フローを伴う部分のみを「キャッシュ・フロー計算書」に含め、

それ以外の部分は「キャッシュ・フロー計算書」には記載しない。例えば、事業譲受に伴う支出

（事業譲受により取得する現金及び現金同等物を控除した額）は「投資活動によるキャッシュ・フ

ロー」として記載するが、事業譲受に伴う資産（現金及び現金同等物を除く。）の増加及び負債の

増加による影響は「キャッシュ・フロー計算書」に含めてはならない。このような部分的にキャッ

シュ・フローを伴う取引についても、「キャッシュ・フロー計算書」又は財務諸表の他の箇所にお

いて、取引の全容とキャッシュ・フローとの関連を明らかにするための注記をしなければならな

い。 

なお、合併により受け入れた消滅会社の現金及び現金同等物の残高は、非連結子会社を新たに連

結した場合の処理に準じて独立して表示する（第46項参照）。 

なお、合併により受け入れた消滅会社の現金及び現金同等物の残高は、非連結子会社を新たに連

結した場合の処理に準じて独立表示する（第46項参照）。 
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Ⅲ 設例による解説 Ⅲ 設 例 
以下では、本報告による会計処理等について、理解を深めるために設例による解説を示すこととす

る。 

以下では、本報告による会計処理等について、理解を深めるために設例による解説を示すこととす

る。 

設例は、本報告で示された全ての会計処理等を網羅しているわけではなく、前提条件に示された状

況に適合するものである。したがって、前提条件が異なれば、それに適合する会計処理等も異なる場

合があり、この場合には本報告で示されている会計処理等を参照することが必要となる。なお、設例

で示された金額や比率などの数値は、特別な意味を有するものではなく、説明の便宜のために用いら

れているにすぎない。 

設例は、本報告で示されたすべての会計処理等を網羅しているわけではなく、前提条件に示された

状況に適合するものである。したがって、前提条件が異なれば、それに適合する会計処理等も異なる

場合があり、この場合には本報告で示されている会計処理等を参照することが必要となる。なお、設

例で示された金額や比率などの数値は、特別な意味を有するものではなく、説明の便宜のために用い

られているにすぎない。 

本設例は、以下の項目をもって構成している。 本設例は、以下の項目をもって構成している。 

１．前提条件 １．前提条件 

２．連結財務諸表の作成 ２．連結財務諸表の作成 

３．個別キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ３．個別キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

４．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ４．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

－連結決算数値を基に作成する場合（簡便法） －連結決算数値を基に作成する場合（簡便法） 

５．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ５．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

－個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） －個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） 

６．直接法による「営業活動によるキャッシュ・フロー」の求め方 ６．直接法による「営業活動によるキャッシュ・フロー」の求め方 

７．連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）の作成 ７．連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）の作成 

－個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） －個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） 

８．連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記例 ８．連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記例 

  

１．前提条件 １．前提条件 

(1) 親会社甲社（商品販売会社）は、X9 年３月 31 日現在、国内子会社乙社（製造子会社）及び在外

子会社Ｘ社（商品販売会社）を有している。乙社については、X8年 10月１日にその発行済株式の

80％を 590 円で取得した。Ｘ社は、X7 年４月１日に、100％子会社として新規設立（投資額 400

円）した。 

(1) 親会社甲社（商品販売会社）は、X9 年３月 31 日現在、国内子会社として乙社（製造子会社）

を、在外子会社としてＸ社（商品販売会社）を有している。乙社については、X8年 10 月１日にそ

の発行済株式の 80％を 590 円で取得した。Ｘ社は、X7 年４月１日に、100％子会社として新規設

立（投資額400円）した。 

(2) 各社の貸借対照表、損益計算書（売上原価、販売費及び一般管理費の内訳）及び株主資本等変

動計算書は、以下に示すとおりである。各社の会計期間は X8 年４月１日から X9 年３月 31 日であ

る。ただし、乙社の期首残高は X8 年 10 月１日（新規取得日）の残高であり、資産及び負債の簿

価と時価に差異はない。 

(2) 各社の貸借対照表、損益計算書（売上原価、販売費及び一般管理費の内訳）及び株主資本等変

動計算書は、以下に示すとおりである。各社の会計期間は X8 年４月１日から X9 年３月 31 日であ

る。ただし、乙社の期首残高は X8 年 10 月１日（新規取得日）の残高であり、資産及び負債の簿

価と時価とに差異はない。 

(3) 甲社（親会社）及び乙社（国内子会社）の金額の単位は円であり、Ｘ社（在外子会社）の金額

の単位はFC（外国通貨）とする。 

(3) 甲社（親会社）及び乙社（国内子会社）の金額の単位は円であり、Ｘ社（在外子会社）の金額

の単位はFC（外国通貨）とする。 

(4) 「キャッシュ・フロー計算書」作成に当たっての各社に関する追加情報は以下のとおりであ

る。 

(4) 「キャッシュ・フロー計算書」作成に当たっての各社に関する追加情報は以下のとおりであ

る。 

  

［甲 社］ ［甲 社］ 

① 当期中に退職金を20円支払い（全額引当金取崩し）、70円を退職給付引当金に繰り入れた。 ① 当期中に退職金を20円支払い（全額引当金取崩し）、70円を退職給付引当金に繰り入れた。 

② 株式発行により 250 円、長期借入金により 250 円を資金調達した。当期の長期借入金の返済

額は100円である。 

② 株式発行により 250 円、長期借入金によって 250 円を資金調達した。当期の長期借入金の返

済額は100円である。 

③ X8年４月１日に額面800円の社債を750円で発行した。差額50円を社債発行差金に計上し、

当期10円を償却した。 

③ X8年４月１日に額面800円の社債を750円で発行した。差額50円を社債発行差金に計上し、

当期10円を償却した。 

（注）社債を社債金額よりも低い価額で発行した場合には、償却原価法に基づいて算定された

価額をもって貸借対照表価額としなければならないが（企業会計基準第 10 号「金融商品に

関する会計基準」第 26 項）、本設例では、説明の便宜上、キャッシュ・フロー計算書を作

（注）社債を社債金額よりも低い価額で発行した場合には、償却原価法に基づいて算定された

価額をもって貸借対照表価額としなければならないが（企業会計基準第 10 号「金融商品に

関する会計基準」第 26 項）、本設例では、説明の便宜上、キャッシュ・フロー計算書を作
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成する場合に必要となる仕訳において、当該差額を「社債発行差金（社債控除）」、その

償却額を「社債発行差金償却費（社債利息）」として表記することとする。 

成する場合に必要となる仕訳において、当該差額を「社債発行差金（社債控除）」、その

償却額を「社債発行差金償却費（社債利息）」として表記することとする。 

④ 受取手形のうち一部を割引しており、手形売却損が 20 円発生している。なお、割引手形につ

いては両建表示しており、勘定残高は割り引いた手形のうち満期が到来していないものであ

る。 

④ 受取手形のうち一部を割引しており、手形売却損が 20 円発生している。なお、割引手形につ

いては両建表示しており、勘定残高は割り引いた手形のうち満期が到来していないものであ

る。 

⑤ 受取配当金は200円であり未収はなかった。 ⑤ 受取配当金は200円であり未収はなかった。 

⑥ 当期中に機械をファイナンス・リースで取得し、有形固定資産勘定とリース債務勘定に 950

円を計上した。リース債務の当期中の支払額は 90 円（利息相当額部分を区分計算していな

い。）である。このほかに975円で有形固定資産を取得しているが未払はない。 

⑥ 当期中に機械をファイナンス・リースで取得し、有形固定資産勘定とリース債務勘定に 950

円を計上した。リース債務の当期中の支払額は 90 円（利息相当額部分を区分計算していな

い。）である。この他に975円で有形固定資産を取得しているが未払はない。 

⑦ 取得原価80円、減価償却累計額60円の有形固定資産を除却した。 ⑦ 取得原価80円、減価償却累計額60円の有形固定資産を除却した。 

⑧ X8 年 10 月１日に乙社の発行済株式の 80％を 590 円で取得した。取得時における付随費用は

20 円であった（甲社は、個別財務諸表上、当該付随費用を乙社株式の取得原価に含めている。

また、連結財務諸表上は、取得関連費用に該当するものとして費用処理している。）。 

⑧ X8 年 10 月１日に乙社の発行済株式の 80％を 590 円で取得した。取得時における付随費用は

20 円であった（甲社は、個別財務諸表上、当該付随費用を乙社株式の取得原価に含めている。

また、連結財務諸表上は、取得関連費用に該当するものとして費用処理している。）。 

⑨ X8 年 12 月 31 日に、乙社の増資に応じ、80 円の株式を引き受けた。なお、この引受けによっ

ても持分比率80％に変化はなかった。 

⑨ X8 年 12 月 31 日に、乙社の増資に応じ、80 円の株式を引き受けた。なお、この引受けによっ

ても持分比率80％に変化はなかった。 

⑩ X9 年３月 31 日に、乙社の発行済株式の 10％を 70 円で取得した。取得時における付随費用は

10 円であった（甲社は、個別財務諸表上、当該付随費用を乙社株式の取得原価に含めている。

また、連結財務諸表上は、追加取得時に要した関連費用として費用処理している。）。 

⑩ X9 年３月 31 日に、乙社の発行済株式の 10％を 70 円で取得した。取得時における付随費用は

10 円であった（甲社は、個別財務諸表上、当該付随費用を乙社株式の取得原価に含めている。

また、連結財務諸表上は、追加取得時に要した関連費用として費用処理している。）。 

⑪ 当期末、外貨預金について為替差損が10円発生した。 ⑪ 当期末、外貨預金について為替差損が10円発生した。 

⑫ 期首及び期末における預金勘定には、それぞれ１年満期の定期預金が200円含まれている。 ⑫ 期首及び期末における預金勘定には、それぞれ１年満期の定期預金が200円含まれている。 

⑬ 当期中の法人税等支払額は、当期首の未払法人税等の 1,000 円及び中間納額 1,200 円であ

る。 

⑬ 当期中の法人税等支払額は、当期首の未払法人税等の 1,000 円及び中間納額 1,200 円であ

る。 

⑭ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており、期首及び期末時には、仮受消費税等と仮

払消費税等を相殺して未払消費税等に計上している。 

⑭ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており、期首及び期末時には、仮受消費税等と仮

払消費税等を相殺して未払消費税等に計上している。 

⑮ 期中において、消費税等の納付はなかったものとする。 ⑮ 期中において、消費税等の納付はなかったものとする。 

⑯ 剰余金の配当については、未払はなかった。 ⑯ 剰余金の配当については、未払はなかった。 

⑰ 当期中の有価証券の取得は760円で売却はなかった。 ⑰ 当期中の有価証券の取得は760円で売却はなかった。 

  

［乙 社］ ［乙 社］ 

① 甲社との間の営業取引はない。 ① 甲社との間の営業取引はない。 

② 当期末に貸倒引当金を5円追加計上した。当期中の貸倒れはなかった。 ② 当期末に貸倒引当金を5円追加計上した。当期中の貸倒れはなかった。 

③ X9年２月に設備投資120円を全額自己資金で行った。 ③ X9年２月に設備投資120円を全額自己資金で行った。 

④ 当期末に取得原価 100 円、減価償却累計額 95 円の固定資産を甲社に 25 円で売却し、現金で

全額受け取った。なお、甲社では、当該固定資産の減価償却を当期は実施していない。 

④ 当期末に取得原価 100 円、減価償却累計額 95 円の固定資産を甲社に 25 円で売却し、現金で

全額受け取った。なお、甲社では、当該固定資産の減価償却を当期は実施していない。 

⑤ X9年３月に長期借入金を30円返済した。 ⑤ X9年３月に長期借入金を30円返済した。 

⑥ X8年10月１日及びX9年３月31日現在の未払金は全てその他の営業支出に関するもので、人

件費関連支出について未払はなかった。 

⑥ X8年10月１日及びX9年３月31日現在の未払金はすべてその他の営業支出に関するもので、

人件費関連支出について未払はなかった。 

⑦ X9 年３月 31 日に株式発行による増資を 100 円行い、甲社が 80 円、外部株主が 20 円引き受

け、入金した。 

⑦ X9 年３月 31 日に株式発行による増資を 100 円行い、甲社が 80 円、外部株主が 20 円引き受

け、入金した。 

⑧ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており、期首及び期末時には、仮受消費税等と仮

払消費税等を相殺して未払消費税等に計上している。 
⑧ 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しており、期首及び期末時には、仮受消費税等と仮

払消費税等を相殺して未払消費税等に計上している。 
⑨ 期中において、消費税等の納付はなかったものとする。 ⑨ 期中において、消費税等の納付はなかったものとする。 
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［Ｘ 社］ ［Ｘ 社］ 

① 甲社から商品を購入し、現地で販売している。 ① 甲社から商品を購入し、現地で販売している。 

② 棚卸資産に含まれている未実現利益は、期首FC5.4、期末FC7.2である。 ② たな卸資産に含まれている未実現利益は、期首FC5.4、期末FC7.2である。 

③ 当期中、固定資産を第三者よりFC15で購入した。当期中の減価償却費はFC3である。 ③ 当期中、固定資産を第三者よりFC15で購入した。当期中の減価償却費はFC3である。 

④ 長期借入金について、新規にFC15借り入れ、FC2を返済した。 ④ 長期借入金について、新規にFC15借り入れ、FC2を返済した。 

⑤ 当期末に貸倒引当金をFC3追加計上した。当期中の貸倒れはなかった。 ⑤ 当期末に貸倒引当金をFC3追加計上した。当期中の貸倒れはなかった。 

⑥ 当期中に甲社に配当金をFC4支払った。 ⑥ 当期中に甲社に配当金をFC4支払った。 

⑦ 当期中の甲社からの仕入金額は、4,725 円であった。また、期首及び期末時点での甲社に対す

る買掛金は、それぞれ902円、1,323円であった。 

⑦ 当期中の甲社からの仕入金額は、4,725 円であった。また、期首及び期末時点での甲社に対す

る買掛金は、それぞれ902円、1,323円であった。 

⑧ 為替相場は以下のとおりである。 ⑧ 為替レートは以下のとおりである。 

期首：FC1＝22円 期首：FC1＝22円 

期末：FC1＝27円 期末：FC1＝27円 

期中平均：FC1＝25円 期中平均：FC1＝25円 

配当金支払時：FC1＝23円 配当金支払時：FC1＝23円 

  

(5) その他 (5) その他 

① 説明の簡略化のため、事業税は考慮していない。 ① 説明の簡略化のため、事業税は考慮していない。 

② 特に記載のない場合には、金額の単位は円とする。 ② 特に記載のない場合には、金額の単位は円とする。 

③ 未実現利益の消去に伴う為替換算調整勘定の金額は、便宜上、無視する。 ③ 未実現利益の消去に伴う為替換算調整勘定の金額は、便宜上、無視する。 

④ のれんは５年間で均等償却する。 ④ のれんは５年間で均等償却する。 

⑤ 短期借入金は、いずれも期間３か月であり、原則として満期日に借換えを行っており、その

キャッシュ・フローは純額表示する。 

⑤ 短期借入金は、いずれも期間３か月であり、原則として満期日に借換えを行っており、その

キャッシュ・フローは純額表示する。 

⑥ 甲社及び乙社の株式発行及び社債発行に関して、発行費用は発生していない。 ⑥ 甲社及び乙社の株式発行及び社債発行に関して、発行費用は発生していない。 

⑦ 製造子会社乙社の棚卸資産及び仕入高は、原材料等を含んでいるが、説明の簡略化のため、

商品販売会社である甲社及びＸ社の棚卸資産及び仕入高と区別していない。なお、本設例で

は、これら棚卸資産に係る仕入支出の表示について、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

を直接法により作成する場合、便宜的に「原材料又は商品の仕入支出」の名称を用いている。 

⑦ 製造子会社乙社のたな卸資産及び仕入高は、原材料等を含んでいるが、説明の簡略化のた

め、商品販売会社である甲社及びＸ社のたな卸資産及び仕入高と区別していない。なお、本設

例では、これらたな卸資産に係る仕入支出の表示について、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」を直接法により作成する場合、便宜的に「原材料又は商品の仕入支出」の名称を用いて

いる。 

⑧ 甲社による乙社の株式の取得（X8 年 10 月１日）、増資の引受け（X8 年 12 月 31 日）及び追

加取得（X9 年３月 31 日）は、契約等により明確に一つの企業結合を構成しているものではな

く、それぞれ単独で行われたものと判断されているとする。 

⑧ 甲社による乙社の株式の取得（X8 年 10 月１日）、増資の引受け（X8 年 12 月 31 日）及び追

加取得（X9 年３月 31 日）は、契約等により明確に一つの企業結合を構成しているものではな

く、それぞれ単独で行われたものと判断されているとする。 

  

 

  



貸借対照表
甲　社 乙　社 Ｘ　社 （単位：円）

X8/3/31 X9/3/31 X8/10/1 X9/3/31 X8/3/31 X9/3/31
現金及び預金 1,310 925 25 160 352 81
受取手形 300 300 0 0 0 0
売掛金 1,200 1,800 250 290 880 1,566
貸倒引当金 (100) (100) (15) (20) (66) (162)
有価証券 1,010 1,770 0 0 0 0
たな卸資産 1,950 1,000 140 120 594 972
未収利息 0 100 0 0 0 0
有形固定資産－取得原価 1,910 3,755 960 980 1,320 2,025
有形固定資産－減価償却累計額 (1,060) (1,450) (310) (375) (594) (810)
子会社株式 400 1,170 0 0 0 0
資産合計 6,920 9,270 1,050 1,155 2,486 3,672

買掛金 1,590 1,540 140 126 902 1,323
短期借入金 100 200 210 176 770 891
未払金 200 200 30 25 0 0
未払法人税等 1,000 850 0 25 44 81
未払消費税等 100 150 0 13 0 0
未払利息 100 230 0 0 0 27
社　債 0 760 0 0 0 0
長期借入金 400 550 120 90 0 351
リース債務 0 860 0 0 0 0
退職給付引当金 300 350 0 0 0 0
割引手形 300 100 0 0 0 0
負債合計 4,090 5,790 500 455 1,716 2,673
資本金 1,450 1,700 300 400 400 400
利益剰余金 1,380 1,780 250 300 285 343
為替換算調整勘定 0 0 0 0 85 256
純資産合計 2,830 3,480 550 700 770 999
負債及び純資産合計 6,920 9,270 1,050 1,155 2,486 3,672

（注）割引手形については便宜上、両建表示している。

（単位：円）
損益計算書 甲　社 乙　社 Ｘ　社

X8/4/1～
X9/3/31

X8/10/1～
X9/3/31

X8/4/1～
X9/3/31

売上高 30,650 800 6,750
売上原価 (13,000) (590) (4,500)
売上総利益 17,650 210 2,250
販売費及び一般管理費 (14,340) (135) (1,950)
受取利息及び配当金 800 0 0
支払利息 (400) (10) (50)
社債利息 (10) 0 0
手形売却損 (20) 0 0
為替差損 (10) 0 0
固定資産除却損 (20) 0 0
有形固定資産売却益 0 20 0
税引前当期純利益 3,650 85 250
法人税等 (2,050) (35) (100)
当期純利益 1,600 50 150

(売上原価の内訳) 合　計
たな卸資産－期首 (1,950) (140) (675) (2,765)
仕　入 (12,050) (270) (4,725) (17,045)
経　費 0 (150) 0 (150)
減価償却費 0 (150) 0 (150)
たな卸資産－期末 1,000 120 900 2,020

(13,000) (590) (4,500) (18,090)

(販売費及び一般管理費の内訳)
人件費 (4,530) (70) (325) (4,925)
経　費 (9,290) (50) (1,475) (10,815)
退職給付引当金繰入額 (70) 0 0 (70)
貸倒引当金繰入額 0 (5) (75) (80)
減価償却費 (450) (10) (75) (535)

(14,340) (135) (1,950) (16,425)

（単位：円）
株主資本等変動計算書 甲　社 乙　社 Ｘ　社

(資本金)
X8/4/1～
X9/3/31

X8/10/1～
X9/3/31

X8/4/1～
X9/3/31

当期首残高 1,450 0 400
当期変動額
　乙社取得時の残高 0 300 0
　新株の発行による増加 250 100 0
当期末残高 1,700 400 400

（利益剰余金）
当期首残高 1,380 0 285
当期変動額
　乙社取得時の残高 0 250 0
　剰余金の配当 (1,200) 0 (92)
　当期純利益 1,600 50 150
当期末残高 1,780 300 343

（注）乙社の取得時の資本金及び利益剰余金は、便宜上、「乙社取得時の残高」欄に記載している。
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Ｘ社財務諸表（外貨から円貨への換算）

（単位：円）

円貨の増減の内訳

貸借対照表

X8/3/31 X9/3/31 増  減 X8/3/31 X9/3/31 増  減
平均 ﾚｰﾄ相
場による

換算

為替 ﾚｰﾄ相
場変動の影

響

現金及び預金 16 3 (13) 352 81 (271) (325) 54

売掛金 40 58 18 880 1,566 686 450 236

貸倒引当金 (3) (6) (3) (66) (162) (96) (75) (21)

たな卸資産 27 36 9 594 972 378 225 153

有形固定資産 60 75 15 1,320 2,025 705 375 330

減価償却累計額 (27) (30) (3) (594) (810) (216) (75) (141)

合　計 113 136 23 2,486 3,672 1,186 575 611

買掛金 41 49 8 902 1,323 421 200 221

短期借入金 35 33 (2) 770 891 121 (50) 171

未払法人税等 2 3 1 44 81 37 25 12

未払利息 0 1 1 0 27 27 25 2

長期借入金 0 13 13 0 351 351 325 26

資本金 20 20 0 400 400 0 0 0

利益剰余金 15 17 2 285 343 58 50 8

為替換算調整勘定 85 256 171 0 171

合　計 113 136 23 2,486 3,672 1,186 575 611

（単位：円）

損益計算書
X8/4/1～
X9/3/31

X8/4/1～
X9/3/31

売上高 270 6,750

売上原価

期首商品たな卸高 27 675

当期商品仕入高 189 4,725

期末商品たな卸高 36 900

売上原価計 180 4,500

販売費及び一般管理費

人件費 13 325

減価償却費 3 75

貸倒引当金繰入額 3 75

その他 59 1,475

販売費及び一般管理費計 78 1,950

営業外費用

支払利息 2 50

税引前当期純利益 10 250

法人税等 4 100

当期純利益 6 150

（単位：円）

株主資本等変動計算書
X8/4/1～
X9/3/31

X8/4/1～
X9/3/31

（資本金）

当期首残高 20 400

当期末残高 20 400

（利益剰余金）

当期首残高 15 285

当期変動額

剰余金の配当 4 92

当期純利益 6 150

当期末残高 17 343

円　貨外貨 （ＦＣ）
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２．連結財務諸表の作成 ２．連結財務諸表の作成 

連結決算数値を基に連結キャッシュ・フロー計算書を作成する場合に必要な X8 年３月期及び X9

年３月期の連結仕訳及び連結精算表を以下に示す。 

連結決算数値を基に連結キャッシュ・フロー計算書を作成する場合に必要な X8 年３月期及び X9

年３月期の連結仕訳及び連結精算表を以下に示す。 

  

(1) 連結財務諸表作成のための仕訳 (1) 連結財務諸表作成のための仕訳 

① X8年３月31日 X8年３月31日 

  

ア．投資と資本の消去（Ｘ社）  
      
資本金 400  子会社株式 400 
     

 

      
資本金 400  子会社株式 400 
     

 

 投資と資本の消去（Ｘ社） 

イ．連結会社間（甲社とＸ社間）債権及び債務の消去  
      
買掛金 902  売掛金 902 
     

 

      
買掛金 902  売掛金 902 
     

 

 連結会社間（甲社とＸ社間）債権・債務の消去 

ウ．棚卸資産の未実現利益の消去  
      
利益剰余金 119  たな卸資産 119 
     

 

      
利益剰余金 119  たな卸資産 119 
     

 

* FC5.4×22≒119 たな卸資産の未実現利益の消去（FC5.4×22≒119） 

  

② X9年３月31日 X9年３月31日 

ア．投資と資本の消去（Ｘ社）  
      
資本金 400  子会社株式 400 
     

 

      
資本金 400  子会社株式 400 
     

 

 投資と資本の消去（Ｘ社） 

  

イ．投資と資本の消去：乙社の支配獲得時の取得関連費用の費用処理  
      
支払手数料（販売費及び

一般管理費） 

20 

 

子会社株式 20 

     
 

      
支払手数料（販売費及び

一般管理費） 

20 

 

子会社株式 20 

     
 

 投資と資本の消去：乙社の支配獲得時の取得関連費用の費用処理 

  

ウ．投資と資本の消去（乙社）  
      
資本金 300 

 

子会社株式 590 

利益剰余金 250 非支配株主持分 110 

のれん* 150   
     

 

      
資本金 300 

 

子会社株式 590 

利益剰余金 250 非支配株主持分 110 

のれん 150※   
     

 

 投資(590＋80)と資本の消去（乙社） 

* 590－（300＋250）×80％＝150 ※（300＋250）×80％－590 
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エ．投資と資本の消去：乙社による増資  
      
資本金 100 

 
子会社株式 80 

  非支配株主持分 20 
     

 

      
資本金 100 

 
子会社株式 80 

  非支配株主持分 20 
     

 

 投資と資本の消去：乙社による増資 

  

オ．投資と資本の消去：乙社株式の追加取得に要した関連費用の費用処理  
      
支払手数料（営業外費用） 10  子会社株式 10 
     

 

      
支払手数料（営業外費用） 10  子会社株式 10 
     

 

 投資と資本の消去：乙社株式の追加取得に要した関連費用の費用処理 

  

カ．投資と資本の消去：乙社株式の追加取得  
      
非支配株主持分 70  子会社株式 70 
     

 

      
非支配株主持分 70  子会社株式 70 
     

 

 投資と資本の消去：乙社株式の追加取得 

  

キ．棚卸資産の未実現利益の消去（Ｘ社）  
      
利益剰余金－期首 119 

 
たな卸資産* 194 

売上原価 75   
     

 

      
利益剰余金－期首 119 

 
たな卸資産 194 

売上原価 75   
     

 

* FC7.2×27≒194 たな卸資産の未実現利益の消去（Ｘ社）（FC7.2×27≒194） 

  

ク．配当金の消去（Ｘ社から甲社)  
      
受取配当金 92  配当金 92 
     

 

      
受取配当金 92  配当金 92 
     

 

* FC4×23＝92 配当金(FC4×23)の消去(Ｘ社→甲社) 

  

ケ．連結会社間（甲社とＸ社間）債権及び債務の消去  
      
買掛金 1,323  売掛金 1,323 
     

 

      
買掛金 1,323  売掛金 1,323 
     

 

 連結会社間（甲社とＸ社間）債権・債務の消去 

  

コ．連結会社間（甲社とＸ社間）売上及び売上原価の消去  
      
売 上 4,725  売上原価 4,725 
     

 

      
売 上 4,725  売上原価 4,725 
     

 

 連結会社間（甲社とＸ社間）売上の消去 

  

サ．のれんの償却  
      
のれん償却額 30  のれん 30 
     

 

      
のれん償却額 30※  のれん 30 
     

 

* 150/5＝30 ※ のれんの償却（150÷5） 
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シ．非支配株主に帰属する当期純利益の認識（乙社）  
      
非支配株主に帰属する当期純利益 10  非支配株主持分 10 
     

 

      
非支配株主に帰属する当期純利益 10  非支配株主持分 10 
     

 

 非支配株主に帰属する当期純利益の認識（乙社） 

  

ス．有形固定資産売却に係る未実現利益の消去（乙社から甲社）  
      
有形固定資産売却益 20 

 
有形固定資産 20 

非支配株主持分 2 非支配株主に帰属する当期純利益 2 
     

 

      
有形固定資産売却益 20 

 
有形固定資産 20 

非支配株主持分 2 非支配株主に帰属する当期純利益 2 
     

 

 有形固定資産売却に係る未実現利益の消去（乙社→甲社） 

  

(2) 連結財務諸表 (2) 連結財務諸表 

（省 略） （同 左） 
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なお、以下の設例において、仕訳科目に（C/F）の印が付してある項目が借方のときは、当該項目が

「キャッシュ・フロー計算書」上における現金及び現金同等物の支出又は営業活動によるキャッ

シュ・フローを間接法によって表示する場合の税金等調整前当期純利益からの減算項目を意味し、貸

方のときは「キャッシュ・フロー計算書」上における現金及び現金同等物の収入又は営業活動による

キャッシュ・フローを間接法によって表示するときの税金等調整前当期純利益への加算項目を意味し

ている。 

なお、以下の設例において、仕訳科目に（C/F）の印が付してある項目が借方のときは、当該項目が

「キャッシュ・フロー計算書」上における現金及び現金同等物の支出又は営業活動によるキャッ

シュ・フローを間接法によって表示する場合の税金等調整前当期純利益からの減算項目を意味し、貸

方のときは「キャッシュ・フロー計算書」上における現金及び現金同等物の収入又は税金等調整前当

期純利益への加算項目を意味している。 

  

３．個別キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ３．個別キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

各社の個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 各社の個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

  

(1) 甲社 間接法 (1) 甲社 間接法 

① キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正  
      
減価償却累計額 450  減価償却費（C/F） 450 
     

 

      
減価償却累計額 450  減価償却費（C/F） 450 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正 

  

② キャッシュ・フローを伴わない退職給付引当金増加額の修正  
      
退職給付引当金 50  退職給付引当金の増加額(C/F) 50 
     

 

      
退職給付引当金 50  退職給付引当金の増加額(C/F) 50 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない退職給付引当金増加額の修正 

  

③ 現金及び預金から発生した為替換算差損に関する修正  
      
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

10 

 

為替差損(C/F) 10 

     
 

      
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

10 

 

為替差損(C/F) 10 

     
 

 現金及び預金から発生した為替換算差損に関する修正 

  

④ 有形固定資産の除却に関する修正  
      
有形固定資産 80 

 
減価償却累計額 60 

  有形固定資産除却損(C/F) 20 
     

 

      
有形固定資産 80 

 
減価償却累計額 60 

  有形固定資産除却損(C/F) 20 
     

 

 有形固定資産の除却に関する修正 

⑤ 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正  
      
たな卸資産 950 

 

売掛金 600 

未払消費税等 50 買掛金 50 

売上債権の増加額(C/F) 600 割引手形 200 

仕入債務の減少額(C/F) 50 たな卸資産の減少額(C/F) 950 

割引手形の減少額(C/F) 200 未払消費税等の増加額(C/F) 50 
     

 

      
たな卸資産 950 

 

売掛金 600 

未払消費税等 50 買掛金 50 

売上債権の増加額(C/F) 600 割引手形 200 

仕入債務の減少額(C/F) 50 たな卸資産の減少額(C/F) 950 

割引手形の減少額(C/F) 200 未払消費税等の増加額(C/F) 50 
     

 

 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正 
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⑥ 利息受取額の把握のための修正  
      
受取利息及び配当金(C/F) 800 

 
未収利息 100 

  利息及び配当金の受取額(C/F) 700 
     

 

      
受取利息及び配当金(C/F) 800 

 
未収利息 100 

  利息及び配当金の受取額(C/F) 700 
     

 

 利息受取額把握のための修正 

  

⑦ 利息支払額の把握のための修正  
      
未払利息 130 

 
支払利息(C/F) 400 

利息の支払額(C/F) 270   
     

 

      
未払利息 130 

 
支払利息(C/F) 400 

利息の支払額(C/F) 270   
     

 

 利息支払額把握のための修正 

  

⑧ 法人税等支払額の把握のための修正  
      
法人税等の支払額(C/F) 2,200 

 
未払法人税等 150 

  利益剰余金 2,050 
     

 

      
法人税等の支払額(C/F) 2,200 

 
未払法人税等 150 

  利益剰余金 2,050 
     

 

 法人税等支払額把握のための修正 

  

⑨ 定期預金の預入及び払戻に関する修正  
      
定期預金の預入による支出(C/F) 200  定期預金の払戻による収入(C/F) 200 
     

 

      
定期預金の預入による支出(C/F) 200  定期預金の払戻による収入(C/F) 200 
     

 

 定期預金の預入及び払戻に関する修正 

  

⑩ 有価証券及び子会社株式の取得に関する修正  
      
有価証券の取得による支出(C/F) 760 

 
有価証券 760 

子会社株式の取得による支出(C/F) 770 子会社株式 770 
     

 

      
有価証券の取得による支出(C/F) 760 

 
有価証券 760 

子会社株式の取得による支出(C/F) 770 子会社株式 770 
     

 

 有価証券及び子会社株式の取得に関する修正 

  

⑪ 有形固定資産の取得に関する修正  
      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 975  有形固定資産 975 
     

 

      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 975  有形固定資産 975 
     

 

 有形固定資産の取得に関する修正 

  

⑫ 借入金による資金調達に関する修正  
      
短期借入金 100 

 
短期借入金の増加額(C/F) 100 

長期借入金 250 長期借入れによる収入(C/F) 250 
     

 

      
短期借入金 100 

 
短期借入金の増加額(C/F) 100 

長期借入金 250 長期借入れによる収入(C/F) 250 
     

 

 借入金による資金調達に関する修正 
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⑬ 社債発行による資金調達に関する修正  
      
社 債 800 

 

社債発行差金（社債控除） 40 

  社債発行差金償却費（社債

利息）(C/F) 

10 

  社債の発行による収入(C/F) 750 
     

 

      
社 債 800 

 

社債発行差金（社債控除） 40 

  社債発行差金償却費（社債

利息）(C/F) 

10 

  社債の発行による収入(C/F) 750 
     

 

 社債発行による資金調達に関する修正 

  

⑭ 株式発行による資金調達に関する修正  
      
資本金 250  株式の発行による収入(C/F) 250 
     

 

      
資本金 250  株式の発行による収入(C/F) 250 
     

 

 株式発行による資金調達に関する修正 

  

⑮ 借入金の返済に関する修正  
      
長期借入金の返済による支出(C/F) 100  長期借入金 100 
     

 

      
長期借入金の返済による支出(C/F) 100  長期借入金 100 
     

 

 借入金の返済に関する修正 

  

⑯ ファイナンス・リース契約に関する修正  
      
リース債務 950 

 
有形固定資産 950 

リース債務の返済による支出(C/F) 90 リース債務 90 
     

 

      
リース債務 950 

 
有形固定資産 950 

リース債務の返済による支出(C/F) 90 リース債務 90 
     

 

 ファイナンス・リース契約に関する修正 

  

⑰ 配当金支払額に関する修正  
      
配当金の支払額(C/F) 1,200  利益剰余金 1,200 
     

 

      
配当金の支払額(C/F) 1,200  利益剰余金 1,200 
     

 

 配当金支払額に関する修正 

  

⑱ 税金等調整前当期純利益への振替  
      
利益剰余金 3,650  税金等調整前当期純利益(C/F) 3,650 
     

 

      
利益剰余金 3,650  税金等調整前当期純利益(C/F) 3,650 
     

 

 税金等調整前当期純利益への振替 

  

⑲ 現金及び現金同等物への振替  
      
現金及び預金 385 

 
現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 1,110 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 725   
     

 

      
現金及び預金 385 

 
現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 1,110 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 725   
     

 

 現金及び現金同等物への振替 

  

甲社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 甲社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 

（省 略） （同 左） 
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(2) 乙社 間接法 (2) 乙社 間接法 

① キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正  
      
減価償却累計額 160  減価償却費(C/F) 160 
     

 

      
減価償却累計額 160  減価償却費(C/F) 160 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正 

  

② キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正  
      
貸倒引当金 5  貸倒引当金の増加額(C/F) 5 
     

 

      
貸倒引当金 5  貸倒引当金の増加額(C/F) 5 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正 

  

③ 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正  
      
売上債権の増加額(C/F) 40 

 

売掛金 40 

たな卸資産 20 買掛金 14 

未払消費税等 13 未払金 5 

仕入債務の減少額(C/F) 19 たな卸資産の減少額(C/F) 20 

  未払消費税等の増加額(C/F) 13 
     

 

      
売上債権の増加額(C/F) 40 

 

売掛金 40 

たな卸資産 20 買掛金 14 

未払消費税等 13 未払金 5 

仕入債務の減少額(C/F) 19 たな卸資産の減少額(C/F) 20 

  未払消費税等の増加額(C/F) 13 
     

 

 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正 

  

④ 利息支払額に関する修正  
      
利息の支払額(C/F) 10  支払利息(C/F) 10 
     

 

      
利息の支払額(C/F) 10  支払利息(C/F) 10 
     

 

 利息支払額に関する修正 

  

⑤ 法人税等支払額の把握のための修正  
      
未払法人税等 25 

 
利益剰余金 35 

法人税等の支払額(C/F) 10   
     

 

      
未払法人税等 25 

 
利益剰余金 35 

法人税等の支払額(C/F) 10   
     

 

 法人税等支払額把握のための修正 

  

⑥ 有形固定資産の売却に関する修正  
      
有形固定資産 100 

 
減価償却累計額 95 

有形固定資産売却益(C/F) 20 有形固定資産の売却による収入(C/F) 25 
     

 

      
有形固定資産 100 

 
減価償却累計額 95 

有形固定資産売却益(C/F) 20 有形固定資産の売却による収入(C/F) 25 
     

 

 有形固定資産の売却に関する修正 

  

⑦ 有形固定資産の取得に関する修正  
      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 120  有形固定資産 120 
     

 

      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 120  有形固定資産 120 
     

 

 有形固定資産の取得に関する修正 
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⑧ 増資に関する修正  
      
資本金 100  株式の発行による収入(C/F) 100 
     

 

      
資本金 100  株式の発行による収入(C/F) 100 
     

 

 増資に関する修正 

  

⑨ 借入金の返済に関する修正  
      
短期借入金の減少額(C/F) 34 

 
短期借入金 34 

長期借入金の返済による支出(C/F) 30 長期借入金 30 
     

 

      
短期借入金の減少額(C/F) 34 

 
短期借入金 34 

長期借入金の返済による支出(C/F) 30 長期借入金 30 
     

 

 借入金の返済に関する修正 

  

⑩ 税金等調整前当期純利益への振替  
      
利益剰余金 85  税金等調整前当期純利益(C/F) 85 
     

 

      
利益剰余金 85  税金等調整前当期純利益(C/F) 85 
     

 

 税金等調整前当期純利益への振替 

  

⑪ 現金及び現金同等物への振替  
      
現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 160 

 
現金及び預金 135 

  現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 25 
     

 

      
現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 160 

 
現金及び預金 135 

  現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 25 
     

 

 現金及び現金同等物への振替 

  

乙社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 乙社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 

（省 略） （同 左） 
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(3) Ｘ社 間接法 (3) Ｘ社 間接法 

① キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正  
      
減価償却累計額 75  減価償却費(C/F) 75 
     

 

      
減価償却累計額 75  減価償却費(C/F) 75 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正 

  

② キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正  
      
貸倒引当金 75  貸倒引当金の増加額(C/F) 75 
     

 

      
貸倒引当金 75  貸倒引当金の増加額(C/F) 75 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正 

  

③ 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正  
      
買掛金 200 

 

仕入債務の増加額(C/F)  200 

売上債権の増加額(C/F) 450 売掛金 450 

たな卸資産の増加額(C/F) 225 たな卸資産 225 
     

 

      
買掛金 200 

 

仕入債務の増加額(C/F)  200 

売上債権の増加額(C/F) 450 売掛金 450 

たな卸資産の増加額(C/F) 225 たな卸資産 225 
     

 

 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正 

  

④ 利息支払額の把握のための修正  
      
未払利息 25 

 
支払利息(C/F) 50 

利息の支払額(C/F) 25   
     

 

      
未払利息 25 

 
支払利息(C/F) 50 

利息の支払額(C/F) 25   
     

 

 利息支払額把握のための修正 

  

⑤ 法人税等支払額の把握のための修正  
      
未払法人税等 25 

 
利益剰余金 100 

法人税等の支払額(C/F) 75   
     

 

      
未払法人税等 25 

 
利益剰余金 100 

法人税等の支払額(C/F) 75   
     

 

 法人税等支払額把握のための修正 

  

⑥ 有形固定資産の取得に関する修正  
      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 375  有形固定資産 375 
     

 

      
有形固定資産の取得による支出(C/F) 375  有形固定資産 375 
     

 

 有形固定資産の取得に関する修正 

  

⑦ 借入金による資金調達に関する修正  
      
長期借入金 375  長期借入れによる収入(C/F) 375 
     

 

      
長期借入金 375  長期借入れによる収入(C/F) 375 
     

 

 借入金による資金調達に関する修正 
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⑧ 借入金の返済に関する修正  
      
短期借入金の減少額(C/F) 50 

 
短期借入金 50 

長期借入金の返済による支出(C/F) 50 長期借入金 50 
     

 

      
短期借入金の減少額(C/F) 50 

 
短期借入金 50 

長期借入金の返済による支出(C/F) 50 長期借入金 50 
     

 

 借入金の返済に関する修正 

  

⑨ 配当金支払額に関する修正  
      
配当金の支払額(C/F) 92 

 

利益剰余金 100 

現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

8   

     
 

      
配当金の支払額(C/F) 92 

 

利益剰余金 100 

現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

8   

     
 

 配当金支払額に関する修正 

  

⑩ 為替相場変動の影響の修正  
      
貸倒引当金 21 

 

現金及び預金 54 

減価償却累計額 141 売掛金 236 

買掛金 221 たな卸資産 153 

短期借入金 171 有形固定資産 330 

未払法人税等 12   

未払利息 2   

長期借入金 26   

利益剰余金 8   

為替換算調整勘定 171   
     

 

      
貸倒引当金 21 

 

現金及び預金 54 

減価償却累計額 141 売掛金 236 

買掛金 221 たな卸資産 153 

短期借入金 171 有形固定資産 330 

未払法人税等 12   

未払利息 2   

長期借入金 26   

利益剰余金 8   

為替換算調整勘定 171   
     

 

 為替レート変動の影響の修正 

  

⑪ 現金及び預金から発生した為替換算差額に関する修正  
      
現金及び預金 54 

 
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

54 

     
 

      
現金及び預金 54 

 
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

54 

     
 

 現金及び預金から発生した為替換算差額に関する修正 

  

⑫ 税金等調整前当期純利益への振替  
      
利益剰余金 250  税金等調整前当期純利益(C/F) 250 
     

 

      
利益剰余金 250  税金等調整前当期純利益(C/F) 250 
     

 

 税金等調整前当期純利益への振替 

  

⑬ 現金及び現金同等物への振替  
      
現金及び預金 271 

 
現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 352 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 81   
     

 

      
現金及び預金 271 

 
現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 352 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 81   
     

 

 現金及び現金同等物への振替 
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Ｘ社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 Ｘ社キャッシュ・フロー計算書（間接法）精算表 

（省 略） （同 左） 

  

４．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ４．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

－連結決算数値を基に作成する場合（簡便法） －連結決算数値を基に作成する場合（簡便法） 

  

連結決算数値を基に連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 連結決算数値を基に連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

この場合、連結会社各社の個別キャッシュ・フロー計算書の作成は要しないが、非資金損益項目や

「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の各項目に係る

キャッシュ・フローに関する情報を連結会社各社より入手する必要がある。 

この場合、連結会社各社の個別キャッシュ・フロー計算書の作成は要しないが、非資金損益項目や

「投資活動によるキャッシュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フロー」の各項目に係る

キャッシュ・フローに関する情報を連結会社各社より入手する必要がある。 

  

(1) 仕 訳 (1) 仕 訳 

① キャッシュ・フローを伴わない減価償却費の修正  
      
減価償却累計額 685  減価償却費(C/F) 685 
     

 

      
減価償却累計額 685  減価償却費(C/F) 685 
     

 

* 150＋535＝685 キャッシュ・フローを伴わない減価償却費（150＋535）の修正 

  

② のれん償却に関する修正  
      
のれん 30  のれん償却額(C/F) 30 
     

 

      
のれん 30  のれん償却額(C/F) 30 
     

 

 のれん償却に関する修正 

  

③ キャッシュ・フローを伴わない退職給付に係る負債増加額（甲社）の修正  
      
退職給付に係る負債 50  退職給付に係る負債の増加額(C/F) 50 
     

 

      
退職給付に係る負債 50  退職給付に係る負債の増加額(C/F) 50 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない退職給付に係る負債増加額（甲社）の修正 

  

④ キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正  
      
貸倒引当金 80  貸倒引当金の増加額(C/F) 80 
     

 

      
貸倒引当金 80  貸倒引当金の増加額(C/F) 80 
     

 

 キャッシュ・フローを伴わない貸倒引当金増加額の修正 

  

⑤ 現金及び預金から発生した為替換算差額に関する修正  
      
現金及び預金*1 54 

 

為替差損(C/F)*2 10 

  現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

44 

     
 

      
現金及び預金 54 

 

為替差損(C/F) 10 

  現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

44 

     
 

 現金及び預金から発生した為替差額（甲社外貨預金10とＸ社54の差額）に関する修正 

*1 Ｘ社  

*2 甲社外貨預金から生じた為替差損10  
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⑥ 有形固定資産の除却（甲社）に関する修正  
      
有形固定資産 80 

 
減価償却累計額 60 

  有形固定資産除却損(C/F) 20 
     

 

      
有形固定資産 80 

 
減価償却累計額 60 

  有形固定資産除却損(C/F) 20 
     

 

 有形固定資産の除却（甲社）に関する修正 

⑦ 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正  
      
たな卸資産 820 

 

売掛金 669 

未払消費税等 63 買掛金 285 

売上債権の増加額(C/F) 669 未払金 5 

仕入債務の減少額(C/F) 290 割引手形 200 

割引手形の減少額(C/F) 200 たな卸資産の減少額(C/F) 820 

  未払消費税等の増加額(C/F) 63 
     

 

      
たな卸資産 820 

 

売掛金 669 

未払消費税等 63 買掛金 285 

売上債権の増加額(C/F) 669 未払金 5 

仕入債務の減少額(C/F) 290 割引手形 200 

割引手形の減少額(C/F) 200 たな卸資産の減少額(C/F) 820 

  未払消費税等の増加額(C/F) 63 
     

 

 営業活動に係る資産・負債の増減に関する修正 

  

⑧ 利息受取額の把握のための修正  
      
受取利息及び配当金(C/F) 708 

 

未収利息 100 

  利息及び配当金の受取額(C/F) 608 
     

 

      
受取利息及び配当金(C/F) 708 

 

未収利息 100 

  利息及び配当金の受取額(C/F) 608 
     

 

 利息受取額把握のための修正 

  

⑨ 利息支払額の把握のための修正  
      
未払利息 155 

 

支払利息(C/F) 460 

利息の支払額(C/F) 305   
     

 

      
未払利息 155 

 

支払利息(C/F) 460 

利息の支払額(C/F) 305   
     

 

 利息支払額把握のための修正 

  

⑩ 法人税等支払額の把握のための修正  
      
法人税等の支払額(C/F) 2,285 

 

未払法人税等 100 

  利益剰余金 2,185 
     

 

      
法人税等の支払額(C/F) 2,285 

 

未払法人税等 100 

  利益剰余金 2,185 
     

 

 法人税等支払額把握のための修正 

  

⑪ 甲社定期預金の預入及び払戻に関する収入並びに支出の総額表示に関する修正  
      
定期預金の預入による支出(C/F) 200  定期預金の払戻による収入(C/F) 200 
     

 

      
定期預金の預入による支出(C/F) 200  定期預金の払戻による収入(C/F) 200 
     

 

 甲社定期預金の預入及び払戻に関する収入及び支出の総額表示に関する修正 

  

⑫ 甲社有価証券の取得に関する修正  
      
有価証券の取得による支出(C/F) 760  有価証券 760 
     

 

      
有価証券の取得による支出(C/F) 760  有価証券 760 
     

 

 甲社有価証券の取得に関する修正 
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⑬ 乙社買収額の純額表示に関する修正  
      
現金及び預金 25 

 

のれん 150 

非支配株主持分 110 資本金 300 

新規連結子会社乙社の取得に

よる支出(C/F)* 

565 利益剰余金 250 

     
 

      
現金及び預金 25 

 

のれん 150 

非支配株主持分 110 資本金 300 

新規連結子会社乙社の取得に

よる支出(C/F) 

565 利益剰余金 250 

     
 

* 590－25＝565 乙社買収額の純額表示（590－25）に関する修正 

  

⑭ 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正  
      
連結の範囲の変更を伴わない子会

社株式の取得による支出(C/F) 

70 

 

非支配株主持分 70 

     
 

      
連結の範囲の変更を伴わない子会

社株式の取得による支出(C/F) 

70 

 

非支配株主持分 70 

     
 

 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正 

  

⑮ 有形固定資産の取得に関する修正及び甲社に売却した有形固定資産の乙社減価償却累計額の

調整 

 

      
有形固定資産の取得による

支出(C/F)* 

1,445 

 

有形固定資産 1,350 

 減価償却累計額 95 
     

 

      
有形固定資産の取得による

支出(C/F) 

1,445 

 

有形固定資産 1,350 

  減価償却累計額 95 
     

 

* （975－25（甲社））＋120（乙社）＋375（Ｘ社）＝1,445 有形固定資産の取得（甲社 975－25、乙社120、Ｘ社 375）に関する修正及び甲社に売却した有形固

定資産の乙社減価償却累計額の調整 

  

⑯ 借入金による資金調達に関する修正  
      
短期借入金 16 

 

短期借入金の増加額(C/F) 16 

長期借入金 625 長期借入れによる収入(C/F) 625 
     

 

      
短期借入金 16 

 

短期借入金の増加額(C/F) 16 

長期借入金 625 長期借入れによる収入(C/F) 625 
     

 

* 250（甲社）＋375（Ｘ社）＝625 借入金による資金調達（甲社250、Ｘ社375）に関する修正 

  

⑰ 甲社社債発行による資金調達に関する修正  
      
社 債 800 

 

社債発行差金（社債控除） 40 

  社債発行差金償却費（社債利

息）(C/F) 

10 

  社債の発行による収入(C/F) 750 
     

 

      
社 債 800 

 

社債発行差金（社債控除） 40 

  社債発行差金償却費（社債利

息）(C/F) 

10 

  社債の発行による収入(C/F) 750 
     

 

 甲社社債発行による資金調達に関する修正 

  

⑱ 株式発行による資金調達に関する修正  
      
資本金 250 

 

株式の発行による収入(C/F) 250 

非支配株主持分 20 非支配株主からの払込みによる

収入(C/F) 

20 

     
 

      
資本金 250 

 

株式の発行による収入(C/F) 250 

非支配株主持分 20 非支配株主からの払込みによる

収入(C/F) 

20 

     
 

* 甲社250、乙社非支配株主から20 株式発行による資金調達（甲社250、乙社非支配株主より20）に関する修正 
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⑲ 借入金の返済に関する修正  
      
長期借入金の返済による

支出(C/F) 

180 

 

長期借入金 180 

     
 

      
長期借入金の返済による

支出(C/F) 

180 

 

長期借入金 180 

     
 

* 100（甲社）＋30（乙社）＋50（Ｘ社）＝180 借入金の返済（甲社100、乙社30、Ｘ社50）に関する修正 

  

⑳ 甲社ファイナンス・リース契約に関する修正  
      
リース債務 950 

 

有形固定資産 950 

リース債務の返済による支出(C/F) 90 リース債務 90 
     

 

      
リース債務 950 

 

有形固定資産 950 

リース債務の返済による支出(C/F) 90 リース債務 90 
     

 

 甲社ファイナンス・リース契約に関する修正 

  

㉑ 甲社配当金支払額に関する修正  
      
配当金の支払額(C/F) 1,200  利益剰余金 1,200 
     

 

      
配当金の支払額(C/F) 1,200  利益剰余金 1,200 
     

 

 甲社配当金支払額に関する修正 

  

㉒ 為替相場変動の影響の修正  
      
貸倒引当金 21 

 

現金及び預金 54 

減価償却累計額 141 売掛金 236 

買掛金 221 たな卸資産 153 

短期借入金 171 有形固定資産 330 

未払法人税等 12   

未払利息 2   

長期借入金 26   

利益剰余金 8   

為替換算調整勘定 171   
     

 

      
貸倒引当金 21 

 

現金及び預金 54 

減価償却累計額 141 売掛金 236 

買掛金 221 たな卸資産 153 

短期借入金 171 有形固定資産 330 

未払法人税等 12   

未払利息 2   

長期借入金 26   

利益剰余金 8   

為替換算調整勘定 171   
     

 

 為替レート変動の影響の修正 

（注）連結上相殺消去の対象となった買掛金に配分された為替換算差額 221 は、原則として調整す

る（「為替差損」に加減算するか、「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含める。）ことに

なるが、本設例では、当該調整を省略している。 

（注）連結上相殺消去の対象となった買掛金に配分された為替換算差額 221円は、原則として調整

する（「為替差損益」に加減算するか、「現金及び現金同等物に係る換算差額」に含める。）こ

とになるが、本設例では、当該調整を省略している。 

  

㉓ 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関する換算差額の調整  
      
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

8 

 

利益剰余金 8 

     
 

      
現金及び現金同等物に係る

換算差額(C/F) 

8 

 

利益剰余金 8 

     
 

 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関する換算差額の調整 

  

㉔ 非支配株主に帰属する当期純利益に関する修正  
      
非支配株主持分 8  利益剰余金 8 
     

 

      
非支配株主持分 8  利益剰余金 8 
     

 

 非支配株主に帰属する当期純利益に関する修正 
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㉕ 税金等調整前当期純利益への振替  
      
利益剰余金 3,738  税金等調整前当期純利益(C/F) 3,738 
     

 

      
利益剰余金 3,738  税金等調整前当期純利益(C/F) 3,738 
     

 

 税金等調整前当期純利益への振替 

  

㉖ 現金及び現金同等物への振替  
      
現金及び預金 496 

 

現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 1,462 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 966   
     

 

      
現金及び預金 496 

 

現金及び現金同等物の期首残高(C/F) 1,462 

現金及び現金同等物の期末残高(C/F) 966   
     

 

 現金及び現金同等物への振替 

  

(2) 連結キャッシュ・フロー計算書精算表（間接法） (2) 連結キャッシュ・フロー計算書精算表（間接法） 

（省 略） （同 左） 
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５．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 ５．連結キャッシュ・フロー計算書（間接法）の作成 

－個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） －個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） 

  

個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（間接法）の合算、連結会社相互間の債権及び債務の消去

仕訳に係る増減額等の調整、及び連結会社相互間のキャッシュ・フローの相殺を行い、連結キャッ

シュ・フロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（間接法）を合算し、連結会社相互間の債権債務の消去仕

訳に係る増減額等を調整し、連結会社相互間のキャッシュ・フローを相殺して連結キャッシュ・フ

ロー計算書（間接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

なお、以下の仕訳は全て連結キャッシュ・フロー計算書上の項目であるため（C/F）の印は省略して

いる。 

なお、以下の仕訳はすべて連結キャッシュ・フロー計算書上の項目であるため（C/F）の印は省略し

ている。 

  

(1) 連結ベースに修正するための仕訳 (1) 連結ベースに修正するための仕訳 

① 連結会社間（甲社とＸ社間）の売上債権・支払債務の相殺消去増加額に関する修正  
      
仕入債務の減少額 421  売上債権の増加額 421 
     

 

      
仕入債務の減少額 421  売上債権の増加額 421 
     

 

* 1,323－902＝421 連結会社間（甲社とＸ社間）の売上債権・支払債務の相殺消去増加額（1,323－902）に関する修正 

  

② 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関するキャッシュ・フローの消去  
      
税金等調整前当期純利益 92 

 

受取利息及び受取配当金 92 

利息及び配当金の受取額 92 配当金の支払額 92 
     

 

      
税金等調整前当期純利益 92 

 

受取利息及び受取配当金 92 

利息及び配当金の受取額 92 配当金の支払額 92 
     

 

 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関するキャッシュ・フローの消去 

  

③ 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産の売却に係る未実現利益の消去  
      
税金等調整前当期純利益 20  有形固定資産売却益 20 
     

 

      
税金等調整前当期純利益 20  有形固定資産売却益 20 
     

 

 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産の売却に係る未実現利益の消去 

  

④ 連結会社間（甲社とＸ社間）取引の棚卸資産の未実現利益の消去増加額に関する修正  
      
税金等調整前当期純利益 75  たな卸資産の減少額 75 
     

 

      
税金等調整前当期純利益 75  たな卸資産の減少額 75 
     

 

* 194－119＝75 連結会社間（甲社とＸ社間）取引のたな卸資産の未実現利益の消去増加額（194－119）に関する修

正 

  

⑤ 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産売却に関するキャッシュ・フローの消去  
      
有形固定資産の売却による収入 25  有形固定資産の取得による支出 25 
     

 

      
有形固定資産の売却による収入 25  有形固定資産の取得による支出 25 
     

 

 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産売却に関するキャッシュ・フローの消去 

  

⑥ のれんの償却  
      
税金等調整前当期純利益 30  のれん償却額 30 
     

 

      
税金等調整前当期純利益 30  のれん償却額 30 
     

 

 のれんの償却 
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⑦ 買収時の乙社保有の現金及び現金同等物並びに乙社株式の取得関連費用に関する修正  
      
現金及び現金同等物の期首残高 25 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

45 

税金等調整前当期純利益 20  
     

 

      
現金及び現金同等物の期首残高 25 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

45 

税金等調整前当期純利益 20   
     

 

 買収時の乙社保有の現金及び現金同等物及び乙社株式の取得関連費用に関する修正 

  

⑧ 連結会社間（甲社と乙社間）の株式発行による資金調達に関するキャッシュ・フローの消去  
      
株式の発行による収入 100 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

  非支配株主からの払込みに

よる収入 

20 

     
 

      
株式の発行による収入 100 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

  非支配株主からの払込みに

よる収入 

20 

     
 

 連結会社間（甲社と乙社間）の株式発行による資金調達に関するキャッシュ・フローの消去 

  

⑨ 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正  
      
連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出 

70 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

税金等調整前当期純利益 10   
     

 

      
連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出 

70 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

税金等調整前当期純利益 10   
     

 

 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正 

  

 

  



(2) 連結キャッシュ・フロー計算書精算表（間接法） （単位：円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー：
　　　税金等調整前当期純利益 3,650 85 250 3,985 (92) (95) (30) (20) (10) (247) 3,738
　　　減価償却費 450 160 75 685 0 685
　　　のれん償却額 0 0 0 0 30 30 30
　　　有形固定資産除却損 20 0 0 20 0 20
　　　貸倒引当金の増加額 0 5 75 80 0 80
　　　退職給付に係る負債の増加額 50 0 0 50 0 50
　　　受取利息及び受取配当金 (800) 0 0 (800) 92 92 (708)
　　　支払利息 400 10 50 460 0 460
　　　社債利息 10 0 0 10 0 10
　　　為替差損 10 0 0 10 0 10
　　　有形固定資産売却益 0 (20) 0 (20) 20 20 0
　　　売上債権の（増加）減少額 (600) (40) (450) (1,090) 421 421 (669)
　　　たな卸資産の（増加）減少額 950 20 (225) 745 75 75 820
　　　仕入債務の増加（減少）額 (50) (19) 200 131 (421) (421) (290)
　　　未払消費税等の増加額 50 13 0 63 0 63
　　　割引手形の減少額 (200) 0 0 (200) 0 (200)
　　　　　小　計 3,940 214 (25) 4,129 0 0 0 0 0 (20) 0 (10) (30) 4,099
　　　利息及び配当金の受取額 700 0 0 700 (92) (92) 608
　　　利息の支払額 (270) (10) (25) (305) 0 (305)
　　　法人税等の支払額 (2,200) (10) (75) (2,285) 0 (2,285)
　　営業活動によるキャッシュ・フロー： 2,170 194 (125) 2,239 0 (92) 0 0 0 (20) 0 (10) (122) 2,117

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：
　　　定期預金の預入による支出 (200) 0 0 (200) 0 (200)
　　　定期預金の払戻による収入 200 0 0 200 0 200
　　　有価証券の取得による支出 (760) 0 0 (760) 0 (760)
　　　新規連結子会社乙社の取得による支出 (770) 0 0 (770) 45 80 80 205 (565)
　　　有形固定資産の取得による支出 (975) (120) (375) (1,470) 25 25 (1,445)
　　　有形固定資産の売却による収入 0 25 0 25 (25) (25) 0
　　投資活動によるキャッシュ・フロー： (2,505) (95) (375) (2,975) 0 0 0 0 0 45 80 80 205 (2,770)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：
　　　短期借入金の増減額 100 (34) (50) 16 0 16
　　　長期借入れによる収入 250 0 375 625 0 625
　　　長期借入金の返済による支出 (100) (30) (50) (180) 0 (180)
　　　社債の発行による収入 750 0 0 750 0 750
　　　株式の発行による収入 250 100 0 350 (100) (100) 250
　　　非支配株主からの払込みによる収入 0 0 0 0 20 20 20
　 　 連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支 0 0 0 0 (70) (70) (70)
　 　 リース債務の返済による支出 (90) 0 0 (90) 0 (90)
　　　配当金の支払額 (1,200) 0 (92) (1,292) 92 92 (1,200)
　　財務活動によるキャッシュ・フロー： (40) 36 183 179 0 92 0 0 0 0 (80) (70) (58) 121

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算 為替差額 (10) 0 46 36 0 36
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加（減少）額 (385) 135 (271) (521) 0 0 0 0 0 25 0 0 25 (496)
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,110 25 352 1,487 (25) (25) 1,462
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 725 160 81 966 0 0 0 0 0 0 0 0 0 966
（注１）割引手形の減少額は、売上債権の増加額と合算して表示すべきであるが、便宜上、両建表示してある。
（注２）連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書上、社債利息10円は、支払利息に含めて表示する。
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６．直接法による「営業活動によるキャッシュ・フロー」の求め方 ６．直接法による「営業活動によるキャッシュ・フロー」の求め方 

  

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄以降は間接法の場合と同様のため、小計欄までの

個別ベース及び連結ベース（連結決算数値を基に作成する場合）の「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の求め方の例を以下に示す。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計欄以降は間接法の場合と同様のため、小計欄までの

個別ベース及び連結ベース（連結決算数値を基に作成する場合）の「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の求め方の例を以下に示す。 

  

(1) 仕 訳 (1) 仕 訳 

[甲 社] 甲 社 

① 営業収入額の把握のための修正  
      
売上高 30,650 

 

売掛金の増加額 600 

  割引手形の減少額 200 

  手形売却損 20 

  営業収入(C/F) 29,830 
     

 

      
売上高 30,650 

 

売掛金の増加額 600 

  割引手形の減少額 200 

  手形売却損 20 

  営業収入(C/F) 29,830 
     

 

 営業収入額の把握のための修正 

（注）受取手形の割引等による収入は、①手形売却損控除後の手取額による方法と②手形金額等の

総額による収入があったとみなす方法があるが、いずれの方法によることもできる。本設例で

は、①の方法によっている。 

（注）受取手形の割引等による収入は、①手形売却損控除後の手取額による方法と②手形金額等の

総額による収入があったとみなす方法とがあるが、いずれの方法によることもできる。本設例で

は、①の方法によっている。 

  

② 原材料又は商品仕入額の把握のための修正  
      
たな卸資産の減少額 950 

 

買掛金の減少額 50 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

12,100 売上原価 13,000 

     
 

      
たな卸資産の減少額 950 

 

買掛金の減少額 50 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

12,100 売上原価 13,000 

     
 

 原材料又は商品仕入額の把握のための修正 

  

③ 人件費支出額に関する修正  
      
人件費の支出(C/F) 4,550 

 

販売費及び一般管理費 4,530 

  退職給付引当金取崩額 20 
     

 

      
人件費の支出(C/F) 4,550 

 

販売費及び一般管理費 4,530 

  退職給付引当金取崩額 20 
     

 

 人件費支出額に関する修正 

  

④ その他の営業支出額に関する修正  
      
未払消費税等の増加額 50 

 

販売費及び一般管理費 9,290 

その他の営業支出(C/F) 9,240   
     

 

      
未払消費税等の増加額 50 

 

販売費及び一般管理費 9,290 

その他の営業支出(C/F) 9,240   
     

 

 その他の営業支出額に関する修正 

  

[乙 社] 乙 社 

① 営業収入額の把握のための修正  
      
売上高 800 

 

売掛金の増加額 40 

  営業収入(C/F) 760 
     

 

      
売上高 800 

 

売掛金の増加額 40 

  営業収入(C/F) 760 
     

 

 営業収入額の把握のための修正 



 

- 40 - 

 

新 旧 

  

② 原材料又は商品仕入額の把握のための修正  
      
たな卸資産の減少額 20 

 

買掛金の減少額 14 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

434 売上原価 590 

減価償却額 150   
     

 

      
たな卸資産の減少額 20 

 

買掛金の減少額 14 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

434 売上原価 590 

減価償却額 150   
     

 

 原材料又は商品仕入額の把握のための修正 

  

③ 人件費支出額に関する修正  
      
人件費の支出(C/F) 70  販売費及び一般管理費 70 
     

 

      
人件費の支出(C/F) 70  販売費及び一般管理費 70 
     

 

 人件費支出額に関する修正 

  

④ その他の営業支出額に関する修正  
      
未払消費税等の増加額 13 

 

販売費及び一般管理費 50 

その他の営業支出(C/F) 42 未払金の減少額 5 
     

 

      
未払消費税等の増加額 13 

 

販売費及び一般管理費 50 

その他の営業支出(C/F) 42 未払金の減少額 5 
     

 

 その他の営業支出額に関する修正 

  

[Ｘ 社] Ｘ 社 

① 営業収入額の把握のための修正  
      
売上高 6,750 

 

売掛金の増加額 450 

  営業収入(C/F) 6,300 
     

 

      
売上高 6,750 

 

売掛金の増加額 450 

  営業収入(C/F) 6,300 
     

 

 営業収入額の把握のための修正 

  

② 原材料又は商品仕入額の把握のための修正  
      
買掛金の増加額 200 

 

たな卸資産の増加額 225 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

4,525 売上原価 4,500 

     
 

      
買掛金の増加額 200 

 

たな卸資産の増加額 225 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

4,525 売上原価 4,500 

     
 

 原材料又は商品仕入額の把握のための修正 

  

③ 人件費支出額に関する修正  
      
人件費の支出(C/F) 325  販売費及び一般管理費 325 
     

 

      
人件費の支出(C/F) 325  販売費及び一般管理費 325 
     

 

 人件費支出額に関する修正 

  

④ その他の営業支出額に関する修正  
      
その他の営業支出(C/F) 1,475  販売費及び一般管理費 1,475 
     

 

      
その他の営業支出(C/F) 1,475  販売費及び一般管理費 1,475 
     

 

 その他の営業支出額に関する修正 
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[連結ベース] 連結ベース 

① 営業収入額の把握のための修正  
      
売上高 33,475 

 

売掛金の増加額 669 

  割引手形の減少額 200 

  手形売却損 20 

  営業収入(C/F) 32,586 
     

 

      
売上高 33,475 

 

売掛金の増加額 669 

  割引手形の減少額 200 

  手形売却損 20 

  営業収入(C/F) 32,586 
     

 

 営業収入額の把握のための修正 

  

② 原材料又は商品仕入額の把握のための修正  
      
たな卸資産の減少額 820 

 

買掛金の減少額 285 

減価償却額 150 売上原価 13,440 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

12,755   

     
 

      
たな卸資産の減少額 820 

 

買掛金の減少額 285 

減価償却額 150 売上原価 13,440 

原材料又は商品の仕入れ

による支出(C/F) 

12,755   

     
 

 原材料又は商品仕入額の把握のための修正 

  

③ 人件費支出額に関する修正  
      
人件費の支出(C/F) 4,945 

 

販売費及び一般管理費 4,925 

  退職給付に係る負債取崩額 20 
     

 

      
人件費の支出(C/F) 4,945 

 

販売費及び一般管理費 4,925 

  退職給付に係る負債取崩額 20 
     

 

 人件費支出額に関する修正 

  

④ その他の営業支出額に関する修正  
      
未払消費税等の増加額 63 

 

販売費及び一般管理費 10,835 

その他の営業支出(C/F) 10,787 支払手数料 10 

  未払金の減少額 5 
     

 

      
未払消費税等の増加額 63 

 

販売費及び一般管理費 10,835 

その他の営業支出(C/F) 10,787 支払手数料 10 

  未払金の減少額 5 
     

 

 その他の営業支出額に関する修正 

  

(2) 「営業活動によるキャッシュ・フロー」精算表（直接法）－甲社、乙社、Ｘ社、連結ベース (2) 「営業活動によるキャッシュ・フロー」精算表（直接法）－甲社、乙社、Ｘ社、連結ベース 

（省 略） （同 左） 
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７．連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）の作成 ７．連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）の作成 

－個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） －個別キャッシュ・フロー計算書を連結する場合（原則法） 

  

個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（直接法）を合算し、連結会社相互間のキャッシュ・フ

ローを相殺して連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

個別ベースのキャッシュ・フロー計算書（直接法）を合算し、連結会社相互間のキャッシュ・フ

ローを相殺して連結キャッシュ・フロー計算書（直接法）を作成する場合の例を以下に示す。 

  

(1) 連結ベースに修正するための仕訳 (1) 連結ベースに修正するための仕訳 

① 連結会社間（甲社とＸ社間）の当期売上・仕入に関するキャッシュ・フローの消去  
      
営業収入 4,725 

 

原材料又は商品の仕入れ

による支出 

4,725 

     
 

      
営業収入 4,725 

 

原材料又は商品の仕入れ

による支出 

4,725 

     
 

 連結会社間（甲社とＸ社間）の当期売上・仕入に関するキャッシュ・フローの消去 

② 連結会社間（甲社とＸ社間）の売掛金・買掛金の相殺消去増加額  
      
原材料又は商品の仕入れ

による支出 

421 

 

営業収入 421 

     
 

      
原材料又は商品の仕入れ

による支出 

421 

 

営業収入 421 

     
 

* 1,323－902＝421 連結会社間（甲社とＸ社間）の売掛金・買掛金の相殺消去増加額（1,323－902） 

  

③ 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産売却に関するキャッシュ・フローの消去  
      
有形固定資産の売却による収入 25  有形固定資産の取得による支出 25 
     

 

      
有形固定資産の売却による収入 25  有形固定資産の取得による支出 25 
     

 

 連結会社間（甲社と乙社間）の有形固定資産売却に関するキャッシュ・フローの消去 

  

④ 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関するキャッシュ・フローの消去  
      
利息及び配当金の受取額 92  配当金の支払額 92 
     

 

      
利息及び配当金の受取額 92  配当金の支払額 92 
     

 

 連結会社間（甲社とＸ社間）の配当金に関するキャッシュ・フローの消去 

  

⑤ 買収時の乙社保有の現金及び現金同等物並びに乙社株式の取得関連費用に関する修正  
      
現金及び現金同等物の期首残高 25 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

45 

その他の営業支出 20  
     

 

      
現金及び現金同等物の期首残高 25 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

45 

その他の営業支出 20   
     

 

 買収時の乙社保有の現金及び現金同等物及び乙社株式の取得関連費用に関する修正 

  

⑥ 連結会社間（甲社と乙社間）の株式発行による資金調達に関するキャッシュ・フローの消去  
      
株式の発行による収入 100 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

  非支配株主からの払込みに

よる収入 

20 

     
 

      
株式の発行による収入 100 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

  非支配株主からの払込みに

よる収入 

20 

     
 

 連結会社間（甲社と乙社間）の株式発行による資金調達に関するキャッシュ・フローの消去 
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⑦ 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正  
      
連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出 

70 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

その他の営業支出 10   
     

 

      
連結の範囲の変更を伴わない

子会社株式の取得による支出 

70 

 

新規連結子会社乙社の取得

による支出 

80 

その他の営業支出 10   
     

 

 非支配株主からの乙社株式の追加取得に関する修正 

  

  

 

  



(2) 連結キャッシュ・フロー計算書精算表（直接法） （単位：円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー：
　　　営業収入 29,830 760 6,300 36,890 (4,725) 421 (4,304) 32,586
　　　原材料又は商品の仕入れによる支出 (12,100) (434) (4,525) (17,059) 4,725 (421) 4,304 (12,755)
　　　人件費の支出 (4,550) (70) (325) (4,945) 0 (4,945)
　　　その他の営業支出 (9,240) (42) (1,475) (10,757) (20) (10) (30) (10,787)
　　　　　小　計 3,940 214 (25) 4,129 0 0 0 0 (20) 0 (10) (30) 4,099
　　　利息及び配当金の受取額 700 0 0 700 (92) (92) 608
　　　利息の支払額 (270) (10) (25) (305) 0 (305)
　　　法人税等の支払額 (2,200) (10) (75) (2,285) 0 (2,285)
　　営業活動によるキャッシュ・フロー： 2,170 194 (125) 2,239 0 0 0 (92) (20) 0 (10) (122) 2,117

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー：
　　　定期預金の預入による支出 (200) 0 0 (200) 0 (200)
　　　定期預金の払戻による収入 200 0 0 200 0 200
　　　有価証券の取得による支出 (760) 0 0 (760) 0 (760)
　　　新規連結子会社乙社の取得による支出 (770) 0 0 (770) 45 80 80 205 (565)
　　　有形固定資産の取得による支出 (975) (120) (375) (1,470) 25 25 (1,445)
　　　有形固定資産の売却による収入 0 25 0 25 (25) (25) 0
　　投資活動によるキャッシュ・フロー： (2,505) (95) (375) (2,975) 0 0 0 0 45 80 80 205 (2,770)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー：
　　　短期借入金の増減額 100 (34) (50) 16 0 16
　　　長期借入れによる収入 250 0 375 625 0 625
　　　長期借入金の返済による支出 (100) (30) (50) (180) 0 (180)
　　　社債の発行による収入 750 0 0 750 0 750
　　　株式の発行による収入 250 100 0 350 (100) (100) 250
　　　非支配株主からの払込みによる収入 0 0 0 0 20 20 20
　　　連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支 0 0 0 0 (70) (70) (70)
　　　リース債務の返済による支出 (90) 0 0 (90) 0 (90)
　　　配当金の支払額 (1,200) 0 (92) (1,292) 92 92 (1,200)
　　財務活動によるキャッシュ・フロー： (40) 36 183 179 0 0 0 92 0 (80) (70) (58) 121

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算 為替差額 (10) 0 46 36 0 36
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加（減少）額 (385) 135 (271) (521) 0 0 0 0 25 0 0 25 (496)
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,110 25 352 1,487 (25) (25) 1,462
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 725 160 81 966 0 0 0 0 0 0 0 0 966

甲　社 乙　社 Ｘ　社 合　計
連結

ベース

連結会社
間取引
消去

債権債務
の消去

連結会社
間固定資
産取得

配当金
の消去

乙社買収
乙社株式
発行

乙社株式
追加取得

修正合計

修正仕訳
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８．連結キャッシュ・フロー計算書及び注記の記載例 ８．連結キャッシュ・フロー計算書及び注記の記載例 

  

甲社及び子会社の連結キャッシュ・フロー計算書（自 X8 年４月１日  至 X9 年３月 31 日）並びに作

成基準で求められている注記を、以下に例示する。 

甲社及び子会社の連結キャッシュ・フロー計算書（自 X8 年４月１日  至 X9 年３月 31 日）並びに作

成基準で求めている注記を、以下に例示する。 

なお、以下の連結キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書精算表との関連に

ついて理解を容易にするため、表示項目について重要性の判断を行っていない。同様に、金額単位に

ついても便宜上、円単位で記載しているが、他の連結財務諸表の金額単位と整合性を保つ必要があ

る。 

なお、以下の連結キャッシュ・フロー計算書は、連結キャッシュ・フロー計算書精算表との関連に

ついて理解を容易にするため、表示項目について重要性の判断を行っていない。同様に、金額単位に

ついても便宜上「円単位」で記載しているが、他の連結財務諸表の金額単位と整合性を保つ必要があ

る。 

  

(1) 連結キャッシュ・フロー計算書の記載例 (1) 連結キャッシュ・フロー計算書の記載例 

① ｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を直接法により表示する場合 ① ｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を直接法により表示する場合 

（単位：円） （単位：円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

  営業収入 32,586 

  原材料又は商品の仕入れによる支出 -12,755 

  人件費の支出 -4,945 

  その他の営業支出 -10,787 

    小 計 4,099 

  利息及び配当金の受取額 608 

  利息の支払額 -305 

  法人税等の支払額 -2,285 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,117 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

  定期預金の預入による支出 -200 

  定期預金の払戻による収入 200 

  有価証券の取得による支出 -760 

  有形固定資産の取得による支出 -1,445 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 -565 

 投資活動によるキャッシュ・フロー -2,770 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  短期借入金の純増加額 16 

  リース債務の返済による支出 -90 

  長期借入れによる収入 625 

  長期借入金の返済による支出 -180 

  社債の発行による収入 750 

  株式の発行による収入 250 

  非支配株主への株式の発行による収入 20 

  連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 -70 

  配当金の支払額 -1,200 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 121 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 36 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

  営業収入 32,586 

  原材料又は商品の仕入れによる支出 -12,755 

  人件費の支出 -4,945 

  その他の営業支出 -10,787 

    小 計 4,099 

  利息及び配当金の受取額 608 

  利息の支払額 -305 

  法人税等の支払額 -2,285 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,117 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

  定期預金の預入による支出 -200 

  定期預金の払戻による収入 200 

  有価証券の取得による支出 -760 

  有形固定資産の取得による支出 -1,445 

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 -565 

 投資活動によるキャッシュ・フロー -2,770 

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  短期借入金の純増加額 16 

  リース債務の返済による支出 -90 

  長期借入れによる収入 625 

  長期借入金の返済による支出 -180 

  社債の発行による収入 750 

  株式の発行による収入 250 

  非支配株主への株式の発行による収入 20 

  連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 -70 

  配当金の支払額 -1,200 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 121 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 36 
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Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 -496 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,462 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 966 
 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 -496 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,462 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 966 
 

  

② ｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法により表示する場合 ② ｢営業活動によるキャッシュ・フロー｣を間接法により表示する場合 

（単位：円） （単位：円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
  税金等調整前当期純利益 3,738 
  減価償却費 685 
  のれん償却額 30 
  有形固定資産除却損 20 
  貸倒引当金の増加額 80 
  退職給付に係る負債の増加額 50 
  受取利息及び受取配当金 -708 
  支払利息 470 
  為替差損 10 
  売上債権の増加額 -869 
  たな卸資産の減少額 820 
  仕入債務の減少額 -290 
  未払消費税等の増加額 63 
    小 計 4,099 
  利息及び配当金の受取額 608 
  利息の支払額 -305 
  法人税等の支払額 -2,285 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,117 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
  定期預金の預入による支出 -200 
  定期預金の払戻による収入 200 
  有価証券の取得による支出 -760 
  有形固定資産の取得による支出 -1,445 
  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 -565 
 投資活動によるキャッシュ・フロー -2,770 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
  短期借入金の純増加額 16 
  リース債務の返済による支出 -90 
  長期借入れによる収入 625 
  長期借入金の返済による支出 -180 
  社債の発行による収入 750 
  株式の発行による収入 250 
  非支配株主への株式の発行による収入 20 
  連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 -70 
  配当金の支払額 -1,200 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 121 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 36 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 -496 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  
  税金等調整前当期純利益 3,738 
  減価償却費 685 
  のれん償却額 30 
  有形固定資産除却損 20 
  貸倒引当金の増加額 80 
  退職給付に係る負債の増加額 50 
  受取利息及び受取配当金 -708 
  支払利息 470 
  為替差損 10 
  売上債権の増加額 -869 
  たな卸資産の減少額 820 
  仕入債務の減少額 -290 
  未払消費税等の増加額 63 
    小 計 4,099 
  利息及び配当金の受取額 608 
  利息の支払額 -305 
  法人税等の支払額 -2,285 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,117 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  
  定期預金の預入による支出 -200 
  定期預金の払戻による収入 200 
  有価証券の取得による支出 -760 
  有形固定資産の取得による支出 -1,445 
  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 -565 
 投資活動によるキャッシュ・フロー -2,770 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  
  短期借入金の純増加額 16 
  リース債務の返済による支出 -90 
  長期借入れによる収入 625 
  長期借入金の返済による支出 -180 
  社債の発行による収入 750 
  株式の発行による収入 250 
  非支配株主への株式の発行による収入 20 
  連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出 -70 
  配当金の支払額 -1,200 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 121 
    
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 36 
Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 -496 
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Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,462 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 966 

 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,462 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 966 

 

  

（注）なお、連結キャッシュ・フロー計算書精算表では、便宜上、売上債権の増加額及び両建表示

していた割引手形の減少額については、上記連結キャッシュ・フロー計算書上は、売上債権の

増加額に含めている。 

（なお、連結キャッシュ・フロー計算書精算表では便宜上売上債権の増加額と両建表示して

いた割引手形の減少額については、上記連結キャッシュ・フロー計算書では売上債権の増加

額に含めている。） 

  

(2) 会計方針の記載例 (2) 会計方針の記載例 

  

資金の範囲 資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

  

(3) 連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記 (3) 連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記 

  

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

X8年３月31日 X8年３月31日 

現金及び預金勘定 1,662 円 現金及び預金勘定 1,662 円 

預入期間が３か月を超える定期預金   -200  預入期間が３か月を超える定期預金  －200  

現金及び現金同等物  1,462 円 現金及び現金同等物  1,462 円 

  

X9年３月31日 X9年３月31日 

現金及び預金勘定 1,166  円 現金及び預金勘定 1,166  円 

預入期間が３か月を超える定期預金   -200  預入期間が３か月を超える定期預金  －200  

現金及び現金同等物   966 円 現金及び現金同等物   966 円 

  

株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに乙社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに乙

社株式の取得価額と乙社取得のための支出(純額)との関係は次のとおりである。 

株式の取得により新たに乙社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに乙

社株式の取得価額と乙社取得のための支出(純額)との関係は次のとおりである。 

  

流動資産 400 

固定資産 650 

のれん 150 

流動負債 -380 

固定負債 -120 

非支配株主持分 -110 

乙社株式の取得価額 590 

乙社現金及び現金同等物 -25 

差引：乙社取得のための支出 565 
 

流動資産 400 

固定資産 650 

のれん 150 

流動負債 －380 

固定負債 －120 

非支配株主持分 －110 

乙社株式の取得価額 590 

乙社現金及び現金同等物 －25 

差引：乙社取得のための支出 565 
 

（注１）科目に重要性がある場合は、適宜、区分掲記する。 （注１）科目に重要性がある場合は、適宜、区分掲記する。 

（注２）株式取得のための支出に重要性がない場合であっても、新規連結子会社の資産及び

負債の金額が連結財務諸表の資産及び負債の金額に与える影響が大きいときには、注

（注２）株式取得のための支出に重要性がない場合であっても、新規連結子会社の資産及び

負債の金額が連結財務諸表の資産及び負債の金額に与える影響が大きいときには、注
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記しなければならないことに留意する。 記しなければならないことに留意する。 

（注３）複数の新規連結子会社が存在する場合には、項目ごとに合計額をもって記載するこ

とができる。 

（注３）複数の新規連結子会社が存在する場合には、各項目ごとに合計額をもって記載する

ことができる。 

  

重要な非資金取引の内容 重要な非資金取引の内容 

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及びリース債務の額

は、それぞれ950円である。 

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及びリース債務の額

は、それぞれ950円である。 

  

(4) その他の非資金取引に係る注記の記載例 (4) その他の非資金取引に係る注記の記載例 

作成基準注解（注９）では、上記(3)のファイナンス・リースによる資産の取得以外に転換社債

の転換（社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使）、株式の発

行による資産の取得又は合併、現物出資による株式の取得又は資産の交換を非資金取引の例とし

て示されている。 

作成基準注解（注９）では、上記(3)のファイナンス・リースによる資産の取得以外に転換社債

の転換（社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使）、株式の発

行による資産の取得又は合併、現物出資による株式の取得又は資産の交換を非資金取引の例とし

て示している。 

これらの非資金取引の注記としては、次のような記載が考えられる。 これらの非資金取引の注記としては、次のような記載が考えられる。 

  

① 社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 ① 社債の償還と引換えによる新株予約権付社債に付された新株予約権の行使 

（単位：百万円）  

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による資本金増加額      ××× 新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による資本金増加額  

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による資本準備金増加額  ×××    ×××百万円 

新株予約権の行使による新株予約権付社債の減少額                  ×,××× 新株予約権付社債に付された新株予約権の行使による資本準備金増加額 

                                                           ××× 

 新株予約権の行使による新株予約権付社債の減少額                    ×,×××百万円 

  

② 合 併 ② 合 併 

（省 略） （同 左） 

  

以  上  以  上  

以  上  

 


